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第53条（多量の放射性物質等を放出する事故の拡大の防止）に係る説明書

（その2：炉心損傷防止措置）、（その3：格納容器破損防止措置）

- 炉心流量喪失時原子炉停止機能喪失（ULOF（ⅲ）） -

- 除熱源喪失時原子炉停止機能喪失（ULOHS（ⅲ）） -

- 原子炉容器液位確保機能喪失による崩壊熱除去機能喪失（LORL(ⅱ)、LORL(ⅲ)） -
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説明概要

⚫ 第53条に係る炉心損傷防止措置及び格納容器破損防止措置の有効性評価について

（１）炉心流量喪失時原子炉停止機能喪失（ULOF）

✓ １次主循環ポンプ軸固着及び原子炉トリップ信号発信失敗の重畳事故
（ULOF(ⅲ)）

（２）除熱源喪失時原子炉停止機能喪失（ULOHS）

✓ ２次冷却材漏えい及び原子炉トリップ信号発信失敗の重畳事故
（ULOHS(ⅲ)）

（３）原子炉容器液位確保機能喪失による崩壊熱除去機能喪失（LORL）

✓１次冷却材漏えい（１次主冷却系配管（内管）破損）及び１次主冷却系配管

（外管）破損の重畳事故（LORL(ⅱ)）

✓ １次冷却材漏えい（１次補助冷却系配管（内管）破損）及び１次補助冷却系

配管（外管）破損の重畳事故（LORL(ⅲ)）



今回説明範囲

2多量の放射性物質等を放出するおそれのある事故

事象グループ※1 事象グループの概要 評価事故シーケンス※2

① 炉心流量喪失時原子炉停止機能
喪失（ULOF）

原子炉運転中に炉心流量が減少した際に、何らかの理由（原
子炉トリップ信号の発信失敗等）により、制御棒の急速挿入
に失敗することによって原子炉停止機能が喪失し、炉心の著
しい損傷に至るもの。

外部電源喪失及び原子炉トリップ信号発信失敗の重畳事故（ULOF（ⅰ））

外部電源喪失及び原子炉保護系（スクラム）動作失敗の重畳事故（ULOF（ⅱ））

１次主循環ポンプ軸固着及び原子炉トリップ信号発信失敗の重畳事故（ULOF（ⅲ））

② 過出力時原子炉停止機能喪失
（UTOP）

原子炉運転中に過出力となった際に、何らかの理由（原子炉
トリップ信号の発信失敗等）により、制御棒の急速挿入に失
敗することによって原子炉停止機能が喪失し、炉心の著しい
損傷に至るもの。

出力運転中の制御棒の異常な引抜き及び原子炉トリップ信号発信失敗の重畳事故（UTOP（ⅰ））

出力運転中の制御棒の異常な引抜き及び原子炉保護系（スクラム）動作失敗の重畳事故
（UTOP（ⅱ））

③ 除熱源喪失時原子炉停止機能喪
失（ULOHS）

原子炉運転中に除熱不足が生じた際に、何らかの理由（原子
炉トリップ信号の発信失敗等）により、制御棒の急速挿入に
失敗することによって原子炉停止機能が喪失し、炉心の著し
い損傷に至るもの。

２次冷却材流量減少及び原子炉トリップ信号発信失敗の重畳事故（ULOHS（ⅰ））

２次冷却材流量減少及び原子炉保護系（スクラム）動作失敗の重畳事故（ULOHS（ⅱ））

２次冷却材漏えい及び原子炉トリップ信号発信失敗の重畳事故（ULOHS（ⅲ））

④ 原子炉容器液位確保機能喪失に
よる崩壊熱除去機能喪失
（LORL）

原子炉冷却材バウンダリに属する配管の破損が生じ、原子炉
の崩壊熱除去中に、何らかの理由（当該配管の二重壁（外
側）の破損等）により、１次主冷却系による強制循環冷却に
必要な原子炉容器液位を喪失することによって、崩壊熱除去
機能が喪失し、炉心の著しい損傷に至るもの。

１次冷却材漏えい（安全容器内配管（内管）破損）及び安全容器内配管（外管）破損の重畳事故
（LORL（ⅰ））

１次冷却材漏えい（１次主冷却系配管（内管）破損）及び１次主冷却系配管（外管）破損の重畳
事故LORL（ⅱ）

１次冷却材漏えい（１次補助冷却系配管（内管）破損）及び１次補助冷却系配管（外管）破損の
重畳事故（LORL（ⅲ））

⑤ 交流動力電源が存在し、かつ原
子炉容器液位が確保された状態
での崩壊熱除去機能喪失
（PLOHS）

原子炉の崩壊熱除去中に、１次主冷却系による強制循環冷却
に必要な原子炉容器液位が確保された状態で、何らかの理由
（１次主循環ポンプポニーモータの故障、補助電磁ポンプの
故障等）により、強制循環冷却機能を喪失することによって、
崩壊熱除去機能が喪失し、炉心の著しい損傷に至るもの。

外部電源喪失及び強制循環冷却失敗の重畳事故（PLOHS（ⅰ））

２次冷却材漏えい及び強制循環冷却失敗の重畳事故（PLOHS（ⅱ））

⑥ 全交流動力電源喪失による強制
循環冷却機能喪失（SBO）

外部電源が喪失し、原子炉の崩壊熱除去中に、何らかの理由
（非常用ディーゼル発電機の起動失敗等）により非常用
ディーゼル電源系も機能喪失することによって、強制循環冷
却による崩壊熱除去機能が喪失し、炉心の著しい損傷に至る
もの。

全交流動力電源喪失（外部電源喪失及びディーゼル発電機起動失敗）事故

⑦ 局所的燃料破損（LF） 原子炉の運転中に燃料集合体内の冷却材流路の閉塞等により、
炉心の局所的な昇温が生じることによって、燃料破損が発生
し、その破損が全炉心規模に拡大して炉心の著しい損傷に至
るもの。

冷却材流路閉塞（千鳥格子状）事故

※1：事故シーケンスの様態及び事故に対処するための炉心損傷防止措置及び格納容器破損防止措置が類似する事故シーケンスを類型化したもの。
※2：事象グループに含まれる事故シーケンスの中から措置の有効性を確認するために選定したもの。

本資料では、事象選定に係る審査を踏まえ、本原子炉施設の特徴（主冷却系を2ループで構成等）を考慮して、新
たに評価事故シーケンスに追加したULOF（ⅲ）及びULOHS（ⅲ）の炉心損傷防止措置及び格納容器破損防止措置の有
効性評価の結果を示す。また、同様に、系統間機能依存性を考慮して、新たに評価事故シーケンスとして追加した
LORL（ⅱ）及びLORL（ⅲ）の炉心損傷防止措置及び格納容器破損防止措置の有効性評価の結果を示す。



3炉心損傷防止措置及び格納容器破損防止措置の有効性評価の方針

◼ 安全機能の喪失に対する仮定

✓各事故シーケンスにおいて、異常事象の発生に加えて設計基準事故対処
設備の安全機能の喪失を考慮し、機能喪失の要因として故障等を想定し
た設備の復旧には期待しない。

◼ 炉心損傷防止措置及び格納容器破損防止措置として整備する機器の
単一故障は仮定しない。

✓当該事故は運転時の異常な過渡変化又は設計基準事故で考慮する安全機
能が多重の機能喪失を起こすことを想定している。

✓事故拡大の防止のための資機材は運転時の異常な過渡変化又は設計基準
事故で考慮する安全機能との独立性を考慮している。

◼ 評価対象とする事故の発生頻度が極めて小さいことを踏まえて、設
計値等の現実的な条件を用いた最適評価を行うことを基本とする。
また、計算コードや解析条件の不確かさが大きい場合には、感度解
析等によりその影響を適切に考慮する。



4炉心損傷防止措置の有効性評価の評価項目

◼ 炉心損傷防止措置に有効性があることを確認するため、以下の評価項目を設定する。

① 燃料最高温度が熱設計基準値（2,650℃）以下であること。

② 被覆管最高温度（肉厚中心）が熱設計基準値（840℃）以下であること。

③ 冷却材最高温度が熱設計基準値（910℃）以下であること。

④ 被覆管のクリープ寿命分数和と疲労寿命分数和を加えた累積損傷和が設計上の制限値（1.0）以下で
あること。

⑤ 原子炉冷却材バウンダリの温度が制限温度（550℃）以下であること。

◼ 熱設計基準値を下回る限り、原子炉冷却材バウンダリにかかる圧力は低く、かつ、変化はほとんど生じな
いため、原子炉冷却材バウンダリの圧力を評価項目とする必要はない。また、熱設計基準値を下回る限り、
炉心から多量の放射性物質が放出されることはないため、放射性物質の放出量を評価項目とする必要はな
い。

◼ なお、これらの評価項目は「運転時の異常な過渡変化」の判断基準と同様であり、炉心損傷に対して大き
な余裕がある。

◼ 炉心損傷防止措置の有効性評価に係る評価項目と評価指標の対応を以下に示す。

炉心損傷防止措置の有効性評価の評価項目 評価指標 判断基準
有効性評価で適用

する事象Gr
備考

燃料温度 2,650℃ 熱設計基準値

被覆管温度 840℃ 熱設計基準値

炉心冷却材温度 910℃ 熱設計基準値

被覆管累積損傷和 1.0 設計上の制限値

原子炉冷却材バウン
ダリ温度

550℃ 設計上の制限値

炉心の著しい損傷が発生するおそれがないものであり、かつ、炉心を十
分に冷却できるものであることを基本とし、具体的な評価項目として以
下を設定する。
①　燃料最高温度が熱設計基準値（2,650℃）以下であること。
②　被覆管最高温度（肉厚中心）が熱設計基準値（840℃）以下である
こと。
③　冷却材最高温度が熱設計基準値（910℃）以下であること。
④　被覆管のクリープ寿命分数和と疲労寿命分数和を加えた累積損傷和
が設計上の制限値（1.0）以下であること。
⑤　原子炉冷却材バウンダリの温度が制限温度（550℃）以下であるこ
と。

全事象Gr



5格納容器破損防止措置の有効性評価の評価項目と評価指標の対応
◼ 格納容器破損防止措置の有効性評価に係る評価項目と評価指標の対応を以下に示す。

格納容器破損防止措置の有効性評価の評価項目 評価指標 判断基準
有効性評価で適
用する事象Gr

備考

燃料温度 2,650℃ 熱設計基準値

被覆管温度 840℃ 熱設計基準値

炉心冷却材温度 910℃ 熱設計基準値

被覆管累積損傷和 1.0 設計上の制限値

原子炉冷却材バウンダリ温度 550℃ 設計上の制限値

炉心平均燃料温度

燃料流出量

損傷炉心物質温度、冷却材温度 損傷炉心物質を適切に冷却できること。

原子炉容器温度
損傷炉心物質による熱的負荷によって原子炉冷却
材バウンダリが破損しないこと。

炉心平均燃料温度

燃料流出量

機械的エネルギー

原子炉容器の歪み 10%
仮想事故における判断基準及び
「常陽」サーベイランス試験に
基づいて設定した。

格納容器内圧力 1.35kg／cm2[gage] 設計値

格納容器鋼壁温度 150℃ 設計値

水素濃度 爆轟に至らないこと。
蓄積、燃焼の影響は圧力・温度
の評価に含む。

エアロゾル濃度（Cs-137総放
出量）

100TBqを十分に下回ることを目標とする。

損傷炉心物質温度 損傷炉心物質を適切に冷却できること。

安全容器バウンダリの健全性
損傷炉心物質による熱的・機械的負荷によって安
全容器バウンダリが破損しないこと。

（5）炉心が溶融する過程で、炉心が露出するまでにナトリウムの蒸発が生
じ、原子炉冷却材バウンダリが高圧になる場合には、主中間熱交換器及び補助
中間熱交換器の原子炉冷却材バウンダリ（1次・2次境界）の過圧を防止できる
こと。

原子炉冷却材バウンダリ（1
次・2次境界）の圧力、温度

原子炉冷却材の昇温による熱的・機械的負荷に
よって原子炉冷却材バウンダリ（1次・2次境
界）が破損しないこと。

PLOHS

格納容器内圧力 1.35kg／cm2[gage] 設計値

格納容器鋼壁温度 150℃ 設計値

水素濃度 爆轟に至らないこと。
蓄積、燃焼の影響は圧力・温度
の評価に含む。

エアロゾル濃度（Cs-137総放
出量）

100TBqを十分に下回ることを目標とする。

（4）（2）が達成できない事象においては、原子炉容器外に流出した損傷炉心
物質等を安全容器内にて保持・冷却できること。具体的な評価項目として以下
を設定する。
①　安全容器内に流出した損傷炉心物質等を安定に保持・冷却できること。
②　安全容器バウンダリの健全性が維持できること。

LORL

（1）負の反応度フィードバックが卓越し、炉心の発熱と冷却とがバランスし
静定する事象において、炉心の著しい損傷が発生するおそれがないものであ
り、かつ、炉心を十分に冷却できるものであること。具体的な評価項目は、炉
心損傷防止措置の有効性評価において設定した評価項目を適用する。

（3）燃料の溶融に伴う即発臨界超過により放出されるエネルギーによって原
子炉容器の上部からナトリウムが格納容器（床上）に噴出する可能性がある場
合において、格納容器の破損を防止できること。具体的な評価項目として以下
を設定する。
①　原子炉冷却材バウンダリの健全性が維持できること。
②　格納容器（床上）へ噴出するナトリウムの燃焼等に対して、格納容器の健
全性が維持できること。
③　放射性物質の総放出量は、環境への影響をできるだけ小さくとどめるもの
であること。

ULOF
UTOP

（6）炉心が溶融する過程で、炉心が露出するまでに蒸発した冷却材（ナトリ
ウム）が格納容器（床下）に流出する場合において、格納容器の破損を防止で
きること。具体的な評価項目として以下を設定する。
①　格納容器床下に流出するナトリウムの熱的影響に対して、格納容器の健全
性が維持できること。
②　放射性物質の総放出量は、環境への影響をできるだけ小さくとどめるもの
であること。

LORL
PLOHS

（2）炉心の著しい損傷に至った場合において、放射性物質等（溶融炉心物質
を含む。）（以下「損傷炉心物質」という。）を冷却することで原子炉冷却材
バウンダリの温度上昇を抑制し、原子炉容器内に損傷炉心物質を閉じ込めるこ
とができること。具体的な評価項目として以下を設定する。
①　原子炉容器内で分散し再配置した損傷炉心物質を安定に保持・冷却できる
こと。
②　原子炉冷却材バウンダリの健全性が維持できること。

事象推移の結果として評価項目に影響を及ぼす物
理量であり、遷移過程等の先行過程の計算コード
の重要現象抽出に用いた指標であるため、判断基
準は不要である。

事象推移の結果として評価項目に影響を及ぼす物
理量であり、遷移過程等の先行過程の計算コード
の重要現象抽出に用いた指標であるため、判断基
準は不要である。

ULOHS
LORL
PLOHS
SBO



6評価項目及び評価指標の設定の考え方
「常陽」の評価項目及び評価指標は以下の安全上の特徴等を考慮して設定する。

✓ 即発臨界超過に伴う機械的エネルギーの発生の可能性を考慮
✓ 発電炉の高圧シーケンスに相当するものがない
✓ 低圧システム（原子炉冷却材のナトリウムを加圧する必要はなく、１次主冷却系等のカバーガス圧は約0.98kPa[gage]）
✓ 伝熱特性に優れた単相のナトリウムを冷却材に使用
✓ 燃料装荷量の少ない（約１ton）小型の原子炉で、高い固有の安全特性を有している（冷却材温度反応度係数及びボイド反応

度係数がほぼ全炉心で負）
✓ 原子炉冷却材バウンダリが放射性物質の閉じ込めに有効な物理障壁を形成
✓ 安全容器バウンダリが放射性物質の保持に有効な物理障壁を形成
✓ 格納容器（床上）には大きな自由空間体積が存在

◼炉心損傷防止措置

• 炉心の許容設計限界（熱設計基準値）は、炉心燃料集合体が、通常運転時及び運転時の異常な過渡変化時において、原子炉冷却系及
び計測制御系の機能とあいまって、燃料ペレットが溶融温度に達することなく、被覆管が機械的に破損せず、かつ、冷却材が沸騰し
ないように設計限界値として定めている。

• 評価項目は、「運転時の異常な過渡変化」と同様に熱設計基準値としており、解析結果が評価項目を満足しなくても直ちに炉心の著
しい損傷に至らないことは明らかであるが、本原子炉施設の安全上の特徴により、発熱と除熱のバランスからの逸脱に対して大きな
安全余裕を有していることを確認するために、あえて安全側に厳しく評価項目を設定している（判断基準の設定において大きな安全
余裕を確保している）。本評価項目により、炉心燃料集合体の健全性は確保されるため、炉心の著しい損傷※1が発生するおそれがな
く、かつ、炉心を十分に冷却できる。

• なお、「炉心の著しい損傷が発生するおそれがないものであり、かつ、炉心を十分に冷却できるものであること」を判断基準とする
場合には、燃料中心の部分的な溶融、燃料被覆管の破損、冷却材の局所的な沸騰は許容され、判断基準は緩和される方向となる。ま
た、熱設計基準値を下回る限り、原子炉冷却材バウンダリにかかる圧力は低いため、原子炉冷却材バウンダリの圧力を評価項目とす
る必要はなく、同様に炉心から多量の放射性物質が放出されることもないため、放射性物質の放出量を評価項目とする必要はない。

※1：燃料要素の破損、燃料集合体の損傷を超えて事象が進展し、炉心規模に燃料集合体の損傷が拡大することにより、炉心の冷却機
能を喪失した状態

◼格納容器破損防止措置

・炉心損傷防止措置の機能を喪失し、炉心の著しい損傷に至った場合に対して、格納容器の破損を防止するための判断基準は、格納容
器の設計圧力及び設計温度としている。これらは設計値であり、解析結果が評価項目を満足しなくても直ちに格納容器の破損に至ら
ないことは明らかであるが、本原子炉施設の安全上の特徴により、格納容器への負荷に対して大きな安全余裕を有していることを確
認するために、あえて安全側に厳しく評価項目を設定している（判断基準の設定において大きな安全余裕を確保している） 。放射性
物質の放出量も同様の考え方に基づき、100TBqを十分に下回ることを目標としている。

・水素の蓄積に関しては、炉心において多量の水素が発生することはないが、ナトリウム-コンクリート反応を仮定して、格納容器の
健全性を入念に確認するための基準として、爆轟に至らないことを基準としている。

・溶融炉心の冷却に関しては、本原子炉施設の安全上の特徴により、原子炉冷却材バウンダリ及び安全容器バウンダリにおいて、冷却
保持することを評価項目としている。



7評価項目の発電炉との比較
発電炉設置許可基準規則第37条の解釈の評価項目 「常陽」 適用される事象Gr

炉心
損傷
防止
措置

(a) 炉心の著しい損傷が発生するおそれがないものであ
り、かつ、炉心を十分に冷却できるものであること。

(b) 原子炉冷却材圧力バウンダリにかかる圧力が最高使
用圧力の1.2 倍又は限界圧力を下回ること。

(c) 原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力が最高使用
圧力又は限界圧力を下回ること。

(d) 原子炉格納容器バウンダリにかかる温度が最高使用
温度又は限界温度を下回ること。

(a) 運転時の異常な過渡変化と同じ熱
設計基準値を適用

(b) 原子炉冷却材圧力は上昇しないた
め不要

(c) 原子炉格納容器バウンダリに負荷
は生じないため不要

(d) 原子炉格納容器バウンダリに負荷
は生じないため不要

全事象Gr

－

－

－

格納
容器
破損
防止
措置※1

(a) 原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力が最高使用
圧力又は限界圧力を下回ること。

(b) 原子炉格納容器バウンダリにかかる温度が最高使用
温度又は限界温度を下回ること。

(c) 放射性物質の総放出量は、放射性物質による環境へ
の汚染の視点も含め、環境への影響をできるだけ小
さくとどめるものであること。

(d) 原子炉圧力容器の破損までに原子炉冷却材圧力は
2.0MPa 以下に低減されていること。

(e) 急速な原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作
用による熱的・機械的荷重によって原子炉格納容器
バウンダリの機能が喪失しないこと。

(f) 原子炉格納容器が破損する可能性のある水素の爆轟
を防止すること。

(g) 可燃性ガスの蓄積、燃焼が生じた場合においても、
(a)の要件を満足すること。

(h) 原子炉格納容器の床上に落下した溶融炉心が床面を
拡がり原子炉格納容器バウンダリと直接接触しない
こと及び溶融炉心が適切に冷却されること。

(i) 溶融炉心による侵食によって、原子炉格納容器の構
造部材の支持機能が喪失しないこと及び溶融炉心が
適切に冷却されること。

(a) 格納容器の設計圧力を適用

(b) 格納容器の設計温度を適用

(c) 同左（ただし、100TBｑを十分に
下回ることを目標とする。）

(d) 高圧シーケンスに相当するものは
ないため不要

(e) 大規模な炉外FCIが生じるシーケ
ンスはなく、また、原理的に回避
できるため不要

(f) 同左

(g) 同左

(h) 安全容器バウンダリで保持

(i) 安全容器バウンダリで保持

(j) 運転時の異常な過渡変化と同じ熱
設計基準値を適用

ULOF、UTOP、LORL、PLOHS

ULOF、UTOP、LORL、PLOHS

ULOF、UTOP、LORL、PLOHS

－

－

ULOF、UTOP、LORL、PLOHS

ULOF、UTOP、LORL、PLOHS

LORL、PLOHS

LORL、PLOHS

ULOHS、SBO

※1：炉心の著しい損傷に至る可能性がある事故が発生した場合において、炉心損傷防止措置の機能が喪失したと判断した場合に、その
拡大を防止し、又は、施設からの多量の放射性物質等の放出を防止するための措置として格納容器破損防止措置の手順を実施する。



（1）炉心流量喪失時原子炉停止機能喪失（ULOF）
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ULOFの評価事故シーケンス（1/2） 9

●：選定した評価事故シーケンス

No. 事故シーケンス 炉心損傷防止措置 格納容器破損防止措置

● 1
外部電源喪失＋
原子炉トリップ信号※発信失敗
※：「電源喪失」

代替原子炉トリップ信号（「１次主
循環ポンプトリップ」）による原子
炉停止 ・非常用冷却設備による放射性物質

等（溶融炉心物質等を含む。）の原
子炉容器内保持・冷却

1次主冷却系：強制循環冷却
2次主冷却系：強制又は自然

循環冷却
・回転プラグを含む原子炉容器構造
による即発臨界超過時のナトリウム
噴出量の抑制
・原子炉格納容器構造による即発臨
界超過時の噴出ナトリウム等の影響
緩和（閉じ込め機能維持）

2

１次冷却材流量減少（１次主循環ポンプト
リップ）＋
原子炉トリップ信号※発信失敗
※「１次冷却材流量低」

● 3
１次主循環ポンプ軸固着＋
原子炉トリップ信号※発信失敗
※「１次冷却材流量低」

4
異常事象グループ（1）＋
原子炉トリップ信号※発信失敗
※「炉容器液位低」

● 5
外部電源喪失＋
原子炉保護系（スクラム）動作失敗

後備炉停止系用論理回路による原子
炉停止

6
１次冷却材流量減少（１次主循環ポンプト
リップ）＋
原子炉保護系（スクラム）動作失敗

7
１次主循環ポンプ軸固着＋
原子炉保護系（スクラム）動作失敗

8
異常事象グループ（1）＋
原子炉保護系（スクラム）動作失敗

9
異常事象グループ（2）＋
制御棒（主炉停止系）の急速挿入失敗

①後備炉停止制御棒の急速挿入、
又は
②制御棒駆動機構による制御棒挿入

異常事象グループ（1）：「１次冷却材漏えい（１次主冷却系配管（内管）破損）」、「１次冷却材漏えい（安全容器内配管（内管）破損）、
「１次冷却材漏えい（１次補助冷却系配管（内管）破損）」

異常事象グループ（2）：「外部電源喪失」、「１次冷却材流量減少（１次主循環ポンプトリップ）」、「出力運転中の制御棒の異常な引抜き」、
「２次冷却材流量増大」、「主冷却器空気流量増大」、「２次冷却材流量減少（２次主循環ポンプトリップ）」、
「主冷却器空気流量減少」、「１次主循環ポンプ軸固着」、「２次主循環ポンプ軸固着」、「主送風機風量瞬時低下」、
「１次冷却材漏えい（１次主冷却系配管（内管）破損）」、「１次冷却材漏えい（安全容器内配管（内管）破損）、
「１次冷却材漏えい（１次補助冷却系配管（内管）破損）」、「２次冷却材漏えい」



ULOFの評価事故シーケンス（2/2） 10

【評価事故シーケンスの選定理由】

本事象グループに含まれる事故シーケンスのうち、代表性が相対的に高い『No.1』及び『No.5』の事故シー
ケンスをULOFを代表する事故シーケンスに選定した（ 『No.5』の有効性評価の結果は、『No.1』と同じとな
るため、『No.1』を対象に有効性を評価）。また、本原子炉施設の特徴として、主冷却系を2ループで構成し、
１次主循環ポンプの主電動機運転時とポニーモータ運転時でポンプ本体を共用していることを踏まえるととも
に、格納容器破損防止措置との機能依存性も考慮し、系統間機能依存性、余裕時間及び代表性の観点から、
『No.3』の事故シーケンスも評価事故シーケンスに選定した。

なお、炉心損傷防止措置の有効性評価について、抽出された事故シーケンスによっては、出力変化、制御棒
反応度挿入特性等の解析条件に僅かな差が生じるが、炉心流量減少時に原子炉停止機能喪失により、評価項目
に影響が生じる観点では、抽出された事故シーケンスは評価事故シーケンスと同様の事象推移をたどるか、影
響が評価事故シーケンスに包絡される。また、格納容器破損防止措置の有効性評価も同様であり、解析条件に
僅かな差が生じるが、抽出された事故シーケンスは評価事故シーケンスと同様の事象推移をたどるか、影響が
評価事故シーケンスに包絡される。



11ULOFの評価事故シーケンスの概要

【格納容器破損防止措置の概要】

・非常用冷却設備による放射性物質等（溶融炉心物質等
を含む。）の原子炉容器内保持・冷却

1次主冷却系：強制循環冷却（1ループ）

2次主冷却系：強制循環冷却（1ループ）

・回転プラグを含む原子炉容器構造による即発臨界超過
時のナトリウム噴出量の抑制

・原子炉格納容器構造による即発臨界超過時の噴出ナト
リウム等の影響緩和（閉じ込め機能維持）

ULOF（ⅲ）の事象進展及び炉心損傷防止措置の概念図 ULOF（ⅲ）の事象進展及び格納容器破損防止措置の概念図

【評価事故シーケンスの概要】

出力運転中に１次主循環ポンプ軸固着（①）により原子炉の流量が
減少（除熱不足）し、原子炉トリップ信号の発信に失敗（②-1）（原
子炉保護系の動作に失敗（②-2）した場合も同様）することにより制
御棒の急速挿入に失敗（③）する事象。

１次主循環ポンプ軸固着が発生すると、異常事象により事故ループ
の強制循環機能（ポニーモータ運転を含む。）を従属的に喪失するた
め、炉心損傷防止措置及び格納容器破損防止措置の有効性評価は、健
全側の1ループのポニーモータ運転を想定する。

【炉心損傷防止措置の概要】

代替原子炉トリップ信号（［a］）により後備炉停止系用論理回路
が動作（［b］）し、後備炉停止制御棒を炉心に急速に挿入（［c］）
することにより炉心の著しい損傷を防止。

炉心損傷防止措置が
機能しないことを仮定

【評価事故シーケンスの概要】

・左記の事故時に炉心損傷防止措置が機能しないことを
仮定

回転プラグ

原子炉容器

炉心

１次主冷却系
（2ループ）

2次主冷却系
（2ループ）

主冷却機
（2基/1ループ）

２次主循環ポンプ

１次主循環ポンプ

主中間
熱交換器

格納容器

ナトリウムの
噴出・燃焼

炉心損傷

強制循環
（ポニーモータ運転）

自然循環

自然通風

放射性物質等
（溶融炉心物質
等を含む。）

【評価事故シーケンス】

外部電源喪失及び原子炉トリップ信号発信失敗の重畳事故 （ULOF（ⅰ））

外部電源喪失及び原子炉保護系（スクラム）動作失敗の重畳事故 （ULOF（ⅱ））

1次主循環ポンプ軸固着及び原子炉トリップ信号発信失敗の重畳事故 （ULOF（ⅲ））

原子炉容器

炉心

制御棒

後備炉停止
制御棒

主中間
熱交換器

２次主冷却系
（2ループ）

１次主冷却系
（2ループ）

１次主循環ポンプ
（軸固着（1ループ））

２次主循環ポンプ

主冷却機
（2基/1ループ）

１次冷却材
流量計

原子炉トリップ信号発信
「１次冷却材流量低」

原子炉保護系
（スクラム）動作

①

③

②-1②-2

代替原子炉トリップ信号
「１次主循環ポンプトリップ」

後備炉停止系用
論理回路動作

［a］［b］

［c］

【新設】

自然通風



12ULOF(ⅲ)の事象進展及び措置の概要（1/2）

【評価事故シーケンス】

１次主循環ポンプ軸固着及び原子炉トリップ信号発信失敗の

重畳事故 （ULOF（ⅲ））

□主な炉心損傷防止措置
【】内は動作に必要な関連設備
・ 代替原子炉トリップ信号【非常用電源系】
・ 後備炉停止系用論理回路（トリップ遮断器

を含む）【非常用電源系】
・ 後備炉停止制御棒

□主な格納容器破損防止措置
【】内は動作に必要な関連設備
・ １次主冷却系（強制循環）

１次主循環ポンプポニーモータ【非常用電
源系】

・ ２次主冷却系（強制循環）【常用電源系】
・ 主冷却機（強制通風）【常用電源系】
・ 回転プラグを含む原子炉容器構造
・ 格納容器構造（隔離弁【非常用電源系】）

１次主循環ポンプ軸固着

凡例

：動作、確認

：プラント状態

：判断

：運転員と対策要員の作業

：有効性評価上期待しない措置

（No）

低温停止確認
・ １次主冷却系：ポニーモータ低速運転
・ ２次主冷却系：自然循環
・ 主冷却機 ：自然通風

原子炉自動停止

１次主循環ポンプ軸固着及び
原子炉トリップ信号発信失敗

の重畳事故

【格納容器破損防止措置】

運転時の異
常な過渡変
化又は設計
基準事故

多量の
放射性物質等
を放出する
おそれ
のある事故

原子炉    確認
「１次冷却材流量低」

後備炉停止系    確認 （後
備炉停止系用論理回路動作）

（No）

原子炉容器内冷却確認
・ １次主冷却系：強制循環
・ ２次主冷却系：強制循環又は自然循環
・ 主冷却機 ：強制通風又は自然通風

（Yes）

（Yes）

原子炉     信号発信
「１次冷却材流量低」

（Yes）

原子炉冷却材       及び
原子炉       等の       内
に放射性物質を閉じ込め、貯留

格納容器アイソレーション確認＊

「格納容器内圧力高」
「格納容器内温度高」

「格納容器内床上線量率高」

【炉心損傷防止措置】

＊：格納容器（床上）へのナトリウムの噴出等に
より、格納容器内の圧力、温度及び床上放射
能レベルが異常に上昇した場合

（No）

格納容器手動アイソレーション

原子炉自動停
止失敗と判断

炉心損傷防止
（原子炉自動停止）

原子炉容器内冷却確認
・ １次主冷却系：ポニーモータ低速運転
・ ２次主冷却系：強制循環
・ 主冷却機 ：強制通風

格納容器破損防止
（原子炉冷却材       温度上昇抑制）

格納容器破損防止
（格納容器       温
度・圧力等上昇抑制）

格納容器内閉
じ込め確認

（Yes）

炉心の著しい損傷

格納容器（床上）へのナト
リウムの噴出等による原子
炉冷却材バウンダリ外への

放射性物質の漏えい

（Yes）

原子炉手動停止
・手動スクラム
・保持電磁石励磁手動断
・駆動機構による制御棒手動挿入

黄色ハッチング：有効性評価の対象としている措置
●：運転員等による操作が必要な措置

【】内時間：事象発生からの経過時間

１次主循環ポンプ軸固着及び
原子炉保護系（スクラム）動

作失敗の重畳事故

（Yes）

（No）

【約5分～約10分】

【運転員A：中央制御室】
【運転員B・C：中央制御室】

【運転員A：中央制御室
安全保護回路及び核計装等】

代替原子炉トリップ信号発信
「１次主循環ポンプトリップ」

（Yes）

【運転員A：中央制御室】

【運転員A：中央制御室】

【監視継続】

【数分】

【数分】

【監視継続】

【約10分】

【監視継続】

【運転員B・C：中央制御室】

【運転員D：中央制御室
安全保護回路、核計装、燃料破損検出系等】

【運転員A・E：中央制御室】

（No）

（Yes）



13ULOF(ⅲ)の事象進展及び措置の概要（2/2）

手順の項目 手順の内容

当直長 ・運転操作指揮

状況判断 運転員A 1
・原子炉トリップ信号発信確認
・原子炉スクラム確認
・事故発生の判断

・「１次冷却材流量低」による原
子炉トリップ信号発信失敗を確認
する。

炉心損傷
防止措置

運転員A 1
・代替トリップ信号発信及び原子炉スク
  ラム確認
・後備炉停止系スクラム確認

・「１次主循環ポンプトリップ」
による原子炉スクラム（自動停
止）を確認する。
・「１次主循環ポンプトリップ」
による後備炉停止系用論理回路動
作に伴う後備炉停止系による原子
炉スクラム（自動停止）を確認す
る。

状況判断 運転員A 1 ・原子炉自動停止失敗と判断
・原子炉スクラム、後備炉停止系
スクラムに失敗した場合は原子炉
自動停止失敗と判断する。

炉心損傷
防止措置

運転員A 1 ・原子炉手動停止

・手動スクラム、制御棒保持電磁
石励磁手動断、後備炉停止制御棒
保持電磁石励磁手動断、制御棒駆
動機構による制御棒手動挿入又は
後備炉停止制御棒駆動機構による
後備炉停止制御棒手動挿入によ
り、原子炉を停止する。

運転員B、C 2 ・原子炉容器内冷却確認

・１次主冷却系（ポニーモータ低
速運転）の運転状況を確認すると
ともに、２次主冷却系（強制循
環）及び主冷却機（強制通風）に
異常等がないことを確認する。

運転員D 1
・原子炉冷却材バウンダリ及び原子炉
  カバーガス等のバウンダリ内に放射性物
  質を閉じ込め、貯留

・燃料破損検出系により燃料破損
の有無を確認する。
・燃料が破損したと推定される場
合、放射性物質を閉じ込めるた
め、原子炉カバーガス等のバウン
ダリを隔離する。

運転員A、E 2 ・格納容器アイソレーション確認

・「格納容器内圧力高」、「格納
容器内温度高」、「格納容器内床
上線量率高」により、原子炉保護
系（アイソレーション）が動作
し、工学的安全施設が自動的に作
動し、隔離されることを確認す
る。また、隔離に失敗している場
合は手動で隔離する。

備考必要な要員と作業項目
経過時間（分）

要員（名）
（作業に必要な要員数）

格納容器破損
防止措置

10 15 20 25 30 60

▽異常事象発生（１次主循環ポンプ軸固着）

120 180 240

▽事故発生の判断（「１次冷却材流量低」による原子炉トリップ信号発信失敗）

▽原子炉自動停止失敗と判断

▽炉心の著しい損傷の有無を判断

5

事象発生直後から安定状態まで冷却状態の監視を強化

燃料破損検出直後から安定状態まで各バウンダリ

の圧力等の状態の監視を強化

燃料破損検出直後から安定状態まで格納容器内の

の状態の監視を強化
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炉心損傷防止措置の有効性評価

（1）炉心流量喪失時原子炉停止機能喪失（ULOF）

１次主循環ポンプ軸固着及び原子炉トリップ信号発信失敗の重畳事故（ULOF(ⅲ)）



1. 対象事象
１次主循環ポンプ軸固着及び原子炉トリップ信号発信失敗の重畳事故

2. 主な炉心損傷防止措置
代替原子炉トリップ信号「1次主循環ポンプトリップ」、後備炉停止系用論理回路、後備炉停止系

3. 計算コード
Ｓｕｐｅｒ-ＣＯＰＤ

4. 主な解析条件

(1) 反応度係数、原子炉保護系の特性、 後備炉停止制御棒の反応度投入速度、崩壊熱等の条件は最適評
価値を使用。

(2) 事象推移
主な事象推移を下表に示す。

15

時間（秒） 事象推移

0

１次主循環ポンプ軸固着

→健全ループ１次主循環ポンプトリップ
→「１次冷却材流量低」信号の発信失敗

1.2 「1次主循環ポンプトリップ」信号の発信

4.2
原子炉スクラム（後備炉停止系用論理回路作動）、後備炉停止制御棒の急速挿入
ここで、後備炉停止系用論理回路の作動時間は、構成機器の動作時間に余裕を考慮し3秒を設定

ULOF（ⅲ）の炉心損傷防止措置の有効性評価（1/3）



項目 初期温度
（℃）

最高温度
（℃）

評価項目
（℃）

燃料最高温度 約1,800 約1,800 2,650

被覆管最高温度 約540 約750 840

冷却材最高温度 約530 約740 910

5. 主な解析結果

→最高温度は評価項目を十分に下回り、炉心の著し
い損傷は防止されることから、措置は有効と評価

16

4.2秒 : 原子炉自動停止（代替原子炉トリップ信
号及び後備炉停止系用論理回路）

1.2秒 : 「１次主循環ポンプトリップ」信号の発信

0秒 : 事象発生（１次主循環ポンプ軸固着）、原子炉トリップ信号発信失敗

ULOF（ⅲ）の炉心損傷防止措置の有効性評価（2/3）



項目 初期温度
（℃）

最高温度
（℃）

評価項目
（℃）

燃料最高温度 約1,800 約1,800 2,650

被覆管最高温度 約540 約760 840

冷却材最高温度 約530 約750 910

6. 不確かさの影響評価

→最高温度は評価項目を十分に下回り、炉心の著
しい損傷は防止されることから、条件の不確かさ
を考慮したとしても措置は有効と評価

⚫ 運転員等の操作がないため、運転員操作に係る不確かさは考慮する必要はない。

⚫ 評価項目に対する余裕が小さくなると考えられる「反応度係数」の不確かさに関する感
度解析を実施した。

⚫ 炉心構成の変動等による幅（炉心支持板温度係数：±20％、炉心支持板温度係数以外：
±30％）を考慮し、それぞれ以下のように設定した。

ドップラ係数 ：燃料温度の低下に対して、正のフィードバック効果が最大となるよ
う絶対値が最大の負の値を使用する。

燃料温度係数 ：ドップラ係数と同様に、絶対値が最大の負の値を使用する。

被覆管温度係数 ：被覆管温度の上昇に対して、負のフィードバック効果が最小となる
よう絶対値が最小の負の値を使用する。

冷却材温度係数 ：冷却材温度の上昇に対して、負のフィードバック効果が最小となる
よう絶対値が最小の負の値を使用する。

ラッパ管温度係数 ：ラッパ管温度の上昇に対して、負のフィードバック効果が最小とな
るよう絶対値が最小の負の値を使用する。

炉心支持板温度係数：本評価事故シーケンスにおける主要な評価項目である燃料温度、炉
心冷却材温度等が最大値となるまでの間は原子炉容器入口冷却材温
度の変化が生じないため、その不確かさを考慮する必要はない。

17ULOF（ⅲ）の炉心損傷防止措置の有効性評価（3/3）

第387回核燃料施設等の新規制基準適合性に係る審査会合における指摘（制御棒の挿入時間が長くなっても
炉心損傷に至らないことの説明）への回答を別紙1に示す。
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格納容器破損防止措置の有効性評価

（1）炉心流量喪失時原子炉停止機能喪失（ULOF）

１次主循環ポンプ軸固着及び原子炉トリップ信号発信失敗の重畳事故（ULOF(ⅲ)）



集合体

機械的ｴﾈﾙｷ -発生

起因過程

ULOFの開始

全炉心

機械的エネルギーの解析
（SIMMER-IV）

原子炉容器の構造応答解析
（AUTODYN）

ナトリウム噴出量の解析
（PLUG）

遷移過程

機械的応答過程 格納容器応答過程

再配置・冷却過程

◆定常運転状態か
らラッパ管内で
炉心燃料が溶融
するまでの過程

◆ SAS4Aで解析

◆原子炉容器底部や上
部プレナムへ再配置
された燃料、及び炉
心残留燃料が冷却材
循環によって固化・
冷却される過程

◆ Super-COPD、FLUENT
等 で解析

◆炉心溶融が全炉心規
模に進展する過程

◆溶融燃料が横方向へ
も移動可能

◆ SIMMER-IV及び-III
で解析

エネルギー放出
ありの場合

噴出ナトリウムの
熱的影響解析

（CONTAIN-LMR）

エネルギー放出
ありの場合

19

エネルギー放出
なしの場合

ULOFの格納容器破損防止措置の有効性評価
解析評価の流れ

1. 対象事象

１次主循環ポンプ軸固着及び原子炉トリップ信号発
信失敗の重畳事故

2. 主な格納容器破損防止措置

・ ポニーモータ運転等による原子炉容器内冷却

・ 負のボイド反応度等の炉心特性、原子炉容器構
造（回転プラグを含む。）、大空間体積・耐圧・
耐熱の格納容器構造



起因過程の事象推移と物理現象 20
ULOF



起因過程の物理現象 21

(9)冷却材
沸騰挙動

(18)燃料及び
スティール
の固化挙動

(12)燃料の破損
挙動

（燃料崩壊）

(16)FCI挙動

(17)燃料－構造材
熱伝達挙動

(11)被覆管の溶融と
移動挙動

(10)プレナムガスの
ブローアウト

(15)燃料スタブの
移動挙動

(7)燃料要素の
熱的挙動

（昇温・溶融）

(8)燃料要素の機
械的挙動

（膨張・変形）

(13)燃料の軸方向
移動挙動

固体燃料

溶融燃料

再固化燃料

プレナムガス

被覆管・構造材

再固化スティール

ナトリウム

ボイド領域

(12)燃料の破損
挙動

（被覆管亀裂）

(14)スティールの
軸方向移動挙動



遷移過程の事象推移と物理現象 22

炉心からの有意な
燃料流出

起因過程の終状態

再配置・冷却過程

有意なエネルギー放出
を伴う即発臨界超過の有無

(7)燃料スロッシング

(8)燃料流出（ピン束流路、反射体・遮へい集合体ギャップ、制御棒下部案内管）

出力上昇による
燃料溶融

(6)FCI

(5)構造壁（制御棒下部案内管壁、ラッパ管）の溶融破損

有り

無し

無し

有り

機
械
的
応
答
過
程

有り

(3)燃料要素溶融・破損 (5)構造壁（ラッパ管）の溶融破損(2)ボイド領域の拡大

(4)FPガス放出による燃料凝集

健
全
集
合
体
の
有
無

無し

有り

無し

有り

無し

(1)損傷炉心の核的挙動 崩壊熱

有意なエネルギー放出
を伴う即発臨界超過の有無

(9)制御材の炉心への混入



ＳＩＭＭＥＲによる解析において考慮すべき物理現象
燃料損傷領域の拡大過程

23

(2)ボイド領域の拡大 (3)燃料要素の溶融・破損

炉心

(4)FPガスの放出 (5)構造壁の溶融・破損

(6)FCI

燃料ペレット

溶融燃料

固化燃料

被覆管・構造材

溶融スティール

ナトリウム

気相

固化スティール



ＳＩＭＭＥＲによる解析において考慮すべき物理現象
全炉心規模での燃料凝集を駆動する物理現象

24

(7)燃料スロッシング

(4)FPガスの放出(6)FCI

炉心

(5)構造壁の溶融・破損

燃料ペレット

溶融燃料

固化燃料

被覆管・構造材

溶融スティール

ナトリウム

気相

固化スティール



ＳＩＭＭＥＲによる解析において考慮すべき物理現象
反応度を低減する物理現象

25

(9)制御材の炉心への混入

炉心

(8)燃料流出（制御棒下部案内管、ピン束流路、反射体・遮へい集合体ギャップ）

燃料ペレット

溶融燃料

固化燃料

被覆管・構造材

溶融スティール

ナトリウム

気相

固化スティール
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「常陽」炉心構成図

集合体内燃料ピン束を
単一ピンで代表させるA

5F5 7 5A2 5

5F4 4 4A1 1 5A3 3

5F3 5 4F4 6 4A2 8 5A4 9

5F2 4F3 7 3A1 8 4A3 3 5A5 1

4F2 4 3F3 3A2 4 4A4 5

4F1 2 3F2 1 2A1 2 3A3 4B1 2

5E5 8 3F1 6 2F2 3 2A2 5 3B1 2 5B2 8

4E4 5 2F1 6 1A1 1 2B1 4 4B2 7

5E4 2 3E3 1F1 5 1B1 3B2 7 5B3 6

4E3 3 2E2 1 000 3 2B2 1 4B3 4

5E3 6 3E2 5 1E1 1C1 4 3B3 5B4 2

4E2 8 2E1 2 1D1 2 2C1 6 4B4 6

5E2 4 3E1 4 2D2 4 2C2 3 3C1 6 5B5 8

4E1 1 3D3 2D1 5 3C2 1 4C1 1

4D4 6 3D2 3 3C3 4C2 8

5D5 9 4D3 4 3D1 7 4C3 3 5C2

5D4 1 4D2 7 4C4 5 5C3 4

5D3 3 4D1 2 5C4 7

5D2 6 5C5 2

1.02

0.95 31 0.96 21 0.94 30

  B

C

0.88 0.93

0.97 33 0.99 32

0.92

32 0.95 26 0.96 27 1.07 33 1.01

BR 0.98 27 17 1.11 23 1.01 28

25 1.00

0.85 22 0.98 12 1.02 8 0.99

0.94 24 1.16 CR 1.03 15

1.01 25 0.15 11 1.01

CR 1.12 22 0.91

33 0.97 17 0.93 9 1.12

2 0.17 10 1.06 27 0.99

11 1.00 13 0.98 33

0.95 23 1.07 7

29 1.05 19 1.07 5

1 1.05 7 0.73 24 1.05

6 1.09 18 1.07 321.09

1.02 26 0.89

4 0.95 20 0.99 29

0.94 27 1.05 8 1.00

32 0.93 16 1.02 CMIR 1.10

31 0.99 15 10 0.96

3 1.04 11

9 1.19 17 1.00 33

21 0.97 CR 1.13 11 0.93 21

33 1.04 24 0.95 18 0.99 23

12

0.86 26 1.04 14 0.98 CR

28 1.01 27 0.97 25 0.93 31

1.05 27

30 0.92 22 0.97 33

32 29

0.99 BR

A: Batch
B: P/F
C: SAS channel

出力、出力流量比、燃焼度などの類似
した集合体を一つのチャンネルとして
扱い、「常陽」炉心を33のチャンネル
でモデル化した。

燃料集合体の模式図 ＳＡＳ４Ａ解析体系

熱遮へいペレット

上部反射体

ガスプレナム

上部端栓

ハンドリングヘッド

燃料

熱遮へいペレット

下部反射体・端栓
Naプレナム

下部反射体

被覆管

冷却材

ラッパ管

燃料

上部遮へい・反射体

下部遮へい・反射体

ガスプレナム

上部端栓

下部反射体

冷却材

ラッパ管

集合体毎に出力や冷却材流量を設定

被覆管

ULOF（ⅲ）の格納容器破損防止措置の有効性評価
起因過程の解析手法及び解析体系

1. 計算コード

ＳＡＳ４Ａ

2. 解析体系の概要
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出力及び反応度の推移主循環ポンプの軸固着に伴う冷却材流量減少の推移

ULOF（ⅲ）の格納容器破損防止措置の有効性評価
起因過程の解析条件及び解析結果

3. 主な解析条件

⚫ 何らかの機械的原因により１次主循環
ポンプ１台の軸が固着するとともに、相
互インタロックによりもう１台の１次主
循環ポンプが停止し、ポニーモータによ
る低速運転に引継がれる。

⚫ 解析対象は起因過程（事故の開始から
ラッパ管内で炉心燃料が溶融する過程）
で、ラッパ管の溶融貫通までを解析する。

4. 主な解析結果

⚫ 冷却材流量が減少し、出力／流量比の大きい集
合体から冷却材が沸騰し、燃料の破損に至る。

⚫ 破損集合体の溶融した被覆管は炉心上下端に移
動して固化し、閉塞を形成。破損燃料は未溶融
で固体粒子状態。

⚫ 冷却材温度の上昇に伴う負の反応度、破損した
燃料の分散に伴う負の反応度が投入されること
で原子炉出力は低下し、起因過程の範囲では炉
心は部分的な損傷にとどまり、臨界を超えるこ
とはない。
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起因過程（ＳＡＳ４Ａ）→遷移過程（ＳＩＭＭＥＲ－Ⅲ/Ⅳ）接続時の炉心状態

A

5F5 7 5A2 5

5F4 4 4A1 1 5A3 3

5F3 5 4F4 6 4A2 8 5A4 9

5F2 4F3 7 3A1 8 4A3 3 5A5 1

4F2 4 3F3 3A2 4 4A4 5

4F1 2 3F2 1 2A1 2 3A3 4B1 2

5E5 8 3F1 6 2F2 3 2A2 5 3B1 2 5B2 8

4E4 5 2F1 6 1A1 1 2B1 4 4B2 7

5E4 2 3E3 1F1 5 1B1 3B2 7 5B3 6

4E3 3 2E2 1 000 3 2B2 1 4B3 4

5E3 6 3E2 5 1E1 1C1 4 3B3 5B4 2

4E2 8 2E1 2 1D1 2 2C1 6 4B4 6

5E2 4 3E1 4 2D2 4 2C2 3 3C1 6 5B5 8

4E1 1 3D3 2D1 5 3C2 1 4C1 1

4D4 6 3D2 3 3C3 4C2 8

5D5 9 4D3 4 3D1 7 4C3 3 5C2

5D4 1 4D2 7 4C4 5 5C3 4

5D3 3 4D1 2 5C4 7

5D2 6 5C5 2

1.02

0.95 31 0.96 21 0.94 30

  B

C

0.88 0.93

0.97 33 0.99 32

0.92

32 0.95 26 0.96 27 1.07 33 1.01

BR 0.98 27 17 1.11 23 1.01 28

25 1.00

0.85 22 0.98 12 1.02 8 0.99

0.94 24 1.16 CR 1.03 15

1.01 25 0.15 11 1.01

CR 1.12 22 0.91

33 0.97 17 0.93 9 1.12

2 0.17 10 1.06 27 0.99

11 1.00 13 0.98 33

0.95 23 1.07 7

29 1.05 19 1.07 5

1 1.05 7 0.73 24 1.05

6 1.09 18 1.07 321.09

1.02 26 0.89

4 0.95 20 0.99 29

0.94 27 1.05 8 1.00

32 0.93 16 1.02 CMIR 1.10

31 0.99 15 10 0.96

3 1.04 11

9 1.19 17 1.00 33

21 0.97 CR 1.13 11 0.93 21

33 1.04 24 0.95 18 0.99 23

12

0.86 26 1.04 14 0.98 CR

28 1.01 27 0.97 25 0.93 31

1.05 27

30 0.92 22 0.97 33

32 29

0.99 BR

A: Batch
B: P/F
C: SAS channel

「常陽」炉心構成図

1ch

33ch

2ch 10ch

11ch

21ch

3ch

20ch

30ch

31ch

⚫ 燃料の破損した集合体から周囲へ破損
が伝播する以前で、物質移動による反応
度変化が静定した約52秒で接続。

⚫ 破損するチャンネルは出力流量比の大きな2ch（内側炉心の燃料
集合体1体）、12ch（外側炉心の燃料集合体2体）、14ch（外側炉
心の燃料集合体1体）の計4集合体。
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項目 不確かさの設定

FPガス保持量 保持量を0%に減じる

ナトリウムボイド
反応度

炉心の核設計の不確かさは30%であることから、正
値領域は×1.3、負値領域は×0.7

ドップラ反応度 ULOFでは燃料温度が低下し、正値となるため×1.3

燃料の軸伸び ULOFでは燃料温度が低下して縮小し、正値となるた
め×1.3

ULOF（ⅲ）の格納容器破損防止措置の有効性評価
起因過程の不確かさ影響評価

5. 不確かさの影響評価

起因過程の事象推移に影響を与える以下の項目の不確かさの影響評価を行った。なお、これらの
各項目の間に相関関係はなく互いに独立であるため、不確かさの重ね合わせは行わない。

不確かさの影響評価結果では、評価項目に関わる重要なパラメータである反応度に関しては、ど
の不確かさを考慮したとしても基本ケースと同様に臨界（0.0$）を超えることはなかった。

すなわち、不確かさの影響を考慮したとしても、起因過程は出力及び燃料温度が低い状態で推移
し、部分的な炉心損傷のまま後続の遷移過程に移行する。
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内側反射体遮へい集合体

1
6

2

4
3

CMIR

5

8
11

10

7

11
9

11
10

8

7

11
9

17
15

CR
13

18

20

17
12

CR
18

14
CR

15

16

19

17
12

CR

21
27

23
25

22

27

24

26

21
27

23
25

22
27

24
26

21

27

23

25

22
24

27
26

32
30

33
28

33

32

29

33

BR
31

33
2932

30
28

33

31

32

29

33

BR
32

31
33

内側反射体 外側反射体 遮へい集合体

「常陽」炉心構成 ＳＩＭＭＥＲ-Ⅳ解析体系：炉心水平断面図

x

y

：計算除外セル
：制御棒下部案内管及び

後備炉停止制御棒下部案内管

：燃料ピン破損

：被覆管破損

：冷却材ボイド化

遷移過程開始時：

している燃料集合体

ＳＩＭＭＥＲ-Ⅳ解析体系：炉心鉛直断面図

x

z

ULOF（ⅲ）の格納容器破損防止措置の有効性評価
遷移過程の解析手法及び解析体系

1. 計算コード

ＳＩＭＭＥＲ-Ⅳ

2. 基本ケースの解析体系の概要

3次元直交座標（流体力学メッシュ：21×19×67）
で全炉心の崩壊挙動を解析する。

鉛直方向は低圧プレナムからカバーガス領域までを、
径方向は内側炉心から遮へい集合体までをモデル化
する。
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原子炉出力の推移 炉心平均燃料温度の推移
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ULOF（ⅲ）の格納容器破損防止措置の有効性評価
遷移過程の解析条件及び解析結果

4. 主な解析結果
⚫ 冷却材の沸騰と被覆管溶融によって損傷した燃料が

沈降すると正の反応度投入が生じ、時刻70秒後に反応
度と出力の上昇が見られる。損傷領域が拡大するとと
もに反応度変化も徐々に大きくなる。

⚫ 時刻75秒から反応度と出力の振幅が大きくなり、時
折原子炉出力が定格値を超える。数回のパルス状の出
力変化を経て燃料集合体が全炉心規模で損傷する。

⚫ 損傷した燃料の炉心下部への凝集により時刻78.6秒
と79.8秒に2度にわたって反応度が即発臨界を超過す
る。2度目の即発臨界超過時に発生した圧力によって
一旦分散した燃料が再度凝集することにより時刻80.5
秒に即発臨界を超過する。この即発臨界超過による炉
心平均燃料温度の最大値は約4,200℃である。

⚫ その後、径方向反射体領域の集合体間ギャップへ炉
心燃料の約30%が流出し、深い未臨界（-600＄以下）
となる。その後は再び反応度が正に回復することはな
く、エネルギー放出が生じる可能性はない。

3. 主な解析条件
⚫ B型及びC型照射燃料集合体は同一リングに装荷

されている燃料集合体の平均出力に最も近い炉
心燃料集合体に置き換える。

⚫ 被覆管が溶融した時点もしくは燃料ペレットが
solidus温度に達した時点で燃料ペレットを直ち
に破損させ、可動性のある燃料粒子とする。

⚫ 損傷燃料のスエリングは考慮せず100%密度で沈
降するものとする。

⚫ これらの条件は燃料インベントリを増加し、燃
料凝集を促進する保守的な想定である。
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-14.0
-12.0
-10.0
-8.0
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0.0
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1.0E+0
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1.0E+3
1.0E+4
1.0E+5

70 75 80 85

原
子

炉
出

力
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値
に

対
す

る
割

合
）
 

時間 (s)

① ② ③④⑤

① 被覆管の溶融と燃料ペ
レットの崩壊が順次発

生している。

② 炉心の45%が損傷。燃
料はすべて未溶融。燃
料の炉心下部への沈降
によって初めて即発臨
界を超過する。

③ 炉心の75%が損傷。燃
料の炉心下部への沈降
によって再び即発臨界
を超過する。

④ ③の即発臨界超過によ
る圧力発生で燃料が分
散し、反応度が大きく
低下。

⑤ 炉心の80%が損傷。分
散した燃料が炉心下部
に再凝集して即発臨界
を超過。

水
平
断
面
物
質
分
布

縦
断
面
物
質
分
布

①72秒 ②78.6秒 ③79.8秒 ④80.2秒 ⑤80.5秒

炉心

ULOF（ⅲ）の格納容器破損防止措置の有効性評価
遷移過程の事象推移



33

0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1

70 80 90 100

燃
料

量
（規

格
化

） 
[-

]

事象開始からの時間 [s]

炉心

径方向反射体 炉心下部空間

炉心上部構造

下部反射体上部プレナム

高圧〜
低圧プレナム

⚫ 約80秒の即発臨界超過までは炉心下部空間と下部反射体に合わせて約2%流出するのみ。

⚫ 即発臨界超過後、径方向反射体に約29%、炉心上部構造に約20%、炉心下部空間に約20%流出する。
反応度は約84秒で約-650$以下となり、その後約100秒にかけて-800$まで低下する。

⚫ 炉心物質は80.5秒の即発臨界時に流動性が高かったことからほぼ全ての炉心燃料が約85秒までに再配置される。

（90秒） （100秒）（84秒）

炉心

縦
断
面
物
質
分
布

炉心上部構造

炉心下部空間

（ＳＩＭＭＥＲ-Ⅳ解析体系）

上部プレナム

炉心上部構造

炉心

高圧～低圧プレナム

径方向
反射体

径方向
反射体

ULOF（ⅲ）の格納容器破損防止措置の有効性評価
遷移過程及び遷移過程収束後の物質配位
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ＳＩＭＭＥＲ-Ⅲ解析体系図

圧力境界

圧力境界

炉心上部機構

高圧プレナム

カバーガス

冷却材の流れ

ULOF（ⅲ）の格納容器破損防止措置の有効性評価
遷移過程の不確かさ影響評価の解析手法及び解析体系

5. 不確かさの影響評価

大きなエネルギー放出を伴う反応度の急速な挿入を引き起こすメカニズムは溶融燃料の大規模な
凝集である。このような大規模な燃料凝集が起きるのは炉心の損傷が広範囲に進展した状態であ
ることから、遷移過程の後期の段階で大規模な燃料移動に影響を及ぼす条件又は解析上の想定に
おける不確かさを考慮することとする。

具体的には、仮想的な保守的解析条件を含めた炉心中心への溶融燃料の凝集移動を発生させる
ケースについて示す。

6. 計算コード

ＳＩＭＭＥＲ-Ⅲ

7. 解析体系の概要

燃料移動に影響を与える物理現象の不確かさの影響を包絡的に
評価することを目的として、2次元円筒座標で炉心中心への軸対称
な燃料集中を許容する解析を実施した。

基本ケースにおけるB型・C型照射燃料集合体に加えて制御棒、
後備炉停止制御棒も炉心燃料集合体に置き換える。
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原子炉出力の推移 炉心平均燃料温度の推移
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ULOF（ⅲ）の格納容器破損防止措置の有効性評価
遷移過程の不確かさ影響評価の解析条件及び解析結果

9. 主な解析結果

⚫ 事象開始から約65sまでに炉心部の冷却材が
沸騰し、被覆管が溶融していく。被覆管を
失った未破損燃料が崩壊し、固体状の燃料が
炉心下部に堆積する。

⚫ 反応度と出力が上昇し、全炉心規模で燃料
が溶融した後に、炉心中心に集中する燃料移
動によって反応度が1$を超過し出力逸走が発
生する。炉心平均燃料最高温度は約5,130℃
である。

⚫ 出力逸走後は溶融燃料が炉心上下に分散し、
反応度及び出力が急速に低下し、深い未臨界
状態となる。

8. 主な解析条件

基本ケースの条件に加え、即発臨界超過によ
る放出エネルギーを保守的に評価するため、以
下の解析条件を適用する。

⚫ 制御棒下部案内管からの燃料流出を考慮し
ない。

⚫ 径方向反射体領域の集合体間ギャップへの
燃料流出を考慮しない。

⚫ B型・C型照射燃料集合体に加えて制御棒、
後備炉停止制御棒も炉心燃料集合体に置き
換える。
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① 遷移過程開始時
にボイド化してい
た燃料集合体の損
傷と燃料沈降によ
り反応度上昇。

② 内側燃料集合体
での冷却材ボイド
化により緩やかに
反応度低下。

③ 冷却材がボイド
化した集合体で燃
料破損が進行。

④ 外側炉心にも燃
料損傷が広がる。
燃料沈降によって
初めて即発臨界を
超過。

⑤ スティール蒸気
と燃料溶融時に放
出されるFPガスに
よりスロッシング
（炉心物質の径方
向揺動）が発生。

⑥ ほぼ全ての燃料
が溶融し、全炉心
規模でのスロッシ
ングが可能。

⑦ 外側炉心で駆動
された炉心中心軸
に向かう燃料集中
により、厳しい即
発臨界と大きなエ
ネルギー発生。

①57秒 ②65秒 ③72秒 ④74秒 ⑤76.5秒 ⑥77.0秒 ⑦77.8秒

① ② ③ ④ ⑤⑥ ⑦

ULOF（ⅲ）の格納容器破損防止措置の有効性評価
遷移過程の不確かさ影響評価の事象推移
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炉心領域

下部プレナム底部

材料照射ラック底部

炉心支持台上面

大きなエネルギー
放出を伴う場合

エネルギー放出が
小さい場合

１次元熱伝導とラック
周囲のナトリウムへの
自然対流熱伝達で冷却
保持を確認

基本ケースでは、炉心イン
ベントリ100%の移行を想定
（ULOF（ⅰ）に包絡）

堆積した損傷炉心物質のデブリベッドの冷却保持を確認

不確かさの影響評価では、
炉心インベントリ80%の炉心
領域への残留、70%の下部プ
レナムへの移行を想定

反射体・遮へい集合体内の
強制対流冷却、集合体間
ギャップの自然対流冷却で
冷却保持を確認

ULOF（ⅲ）の格納容器破損防止措置の有効性評価
再配置・冷却過程評価の概要

1. 再配置・冷却過程の解析方針

⚫ 数分から数時間にわたる長時間挙動が対象。再配置場所ごと損傷炉心物質の冷却に関わる現
象も異なる。

⚫ 評価の対象ごとに多次元熱流動解析コード、専用のデブリ冷却解析コード、簡易解析モデル、
評価式等を使い分けて事象推移を解析する。

⚫ 初期条件として遷移過程の基本ケースの結果を踏まえて、事象推移の不確かさを考慮した初
期条件を設定する。

2. 損傷炉心物質の再配置場所
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損傷炉心物質再配置量（炉心インベントリの割合：%）

再配置場所 炉心領域 下部プレナム
径方向反射体領域の集

合体間ギャップ

① 再配置・冷却過程初期条件（冷却性の観点から保守的に設定） 80 0 20

② 基本ケース： 残留炉心物質の下部プレナムへの燃料流出、及び炉心周
囲への熱損失により残留炉心物質が溶融しなくなる状態

40 40 20

③ 不確かさ影響評価ケース（炉心残留）： 残留炉心物質が下部プレナム
へ流出せずに炉心周囲への熱損失と崩壊熱がバランスした状態

14(未溶融)
66(溶融)

0 20

④ 不確かさ影響評価ケース（下部プレナム）： 下部プレナムにおけるデ
ブリベッド冷却保持の不確かさの影響を包絡する条件

10 70 20

ULOF（ⅲ）の格納容器破損防止措置の有効性評価
エネルギー放出が小さい場合の再配置量

3. 遷移過程においてエネルギー放出が小さい場合の再配置量

① 遷移過程解析結果に基づき、残留炉心物質冷却の観点から保守的な想定として、損傷炉心物質が炉心領域に80%、
径方向反射体領域の集合体間ギャップ内に20%の状態を再配置・冷却過程の初期状態とする。

② 固化していた残留炉心物質は、崩壊熱によって溶融するとともに、下方向の構造を溶融浸食する。その過程で溶
融炉心物質が制御棒下部案内管を通じて下部プレナムへ流出する。その結果、残留炉心物質が減少し、炉心周囲
への熱損失と崩壊熱がバランスして残留炉心物質がそれ以上溶融しなくなった状態を基本ケースとする。

③ 制御棒下部案内管を通した損傷炉心物質の流出の不確かさの影響を最大限に評価するため、流出が全く発生しな
いと想定すると、炉心領域で66%の燃料が溶融して熱バランスが達成される。炉心領域での残留炉心物質の冷却保
持の観点から最も厳しいこの状態を③不確かさ影響評価ケース（残留炉心物質冷却性に対する不確かさ影響評
価）とする。

④ ③の状態で制御棒下部案内管を通した溶融炉心物質の流出が生じると溶融炉心物質は一気に下部プレナムへ流出
する。この流出量を保守的に70%とした状態を④不確かさ影響評価ケース（下部プレナム冷却性に対する不確かさ
影響評価）とする。下部プレナムのデブリベッド冷却の観点から最も厳しいケースである。



ULOF（ⅲ）の格納容器破損防止措置の有効性評価
再配置・冷却過程評価における計算コード間のデータ引継ぎ
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(1)下部プレナムに形成される粒子状デブリベッドの安定冷却
⚫ 原子炉容器内の発熱源や炉心燃料集合体の閉塞状況を想定したＳｕｐｅｒ－ＣＯＰＤによるプラ

ント動特性解析を実施し、原子炉容器入口冷却材流量・温度等を計算（境界条件）
⚫ Ｓｕｐｅｒ－ＣＯＰＤの「デブリ熱計算モジュール（DBモジュール）」を単体で使用して解析

(2)炉心領域の残留炉心物質の安定冷却
⚫ 簡易解析モデル「炉心物質冷却性伝熱計算モデル（伝熱計算モデル）」を使用し、残留炉心物質

から3方向（上方向、下方向、径方向）への熱流束履歴並びに炉心周辺の反射体及び遮へい集合
体のギャップに移行・固化した損傷炉心物質の分布や発熱を計算（境界条件）

⚫ 原子炉容器内の発熱源や炉心燃料集合体の閉塞状況を想定したＳｕｐｅｒ－ＣＯＰＤによるプラ
ント動特性解析を実施し、原子炉容器入口冷却材流量・温度等を計算（境界条件）

⚫ ＦＬＵＥＮＴを用い、原子炉容器内の熱流動現象をモデル化して解析

遷移過程の終状態

プラント動特性解析
（Ｓｕｐｅｒ－ＣＯＰＤ）

(1)下部プレナムにおけるデブリ
ベッド冷却（DBモジュール）

安定冷却

（事象推移、健全集合体本数の履歴）

再配置・冷却過程

（原子炉容器入口冷却材流量・温度等）

（デブリベッド最高温度）

4. 計算コード間のデータの引継ぎ

遷移過程の終状態

プラント動特性解析
（Ｓｕｐｅｒ－ＣＯＰＤ）

(2)残留炉心物質の冷却
（ＦＬＵＥＮＴ）

安定冷却

（事象推移、健全集合体
本数の履歴）

再配置・冷却過程

（原子炉容器入口冷却
材流量・温度等）

（残留炉心物質周辺冷却材温度）

残留炉心物質の冷却
（伝熱計算モデル）

（事象推移、残留炉心物質
の物質及び温度分布）

（残留炉心物質からの
熱移行量）

（閉塞炉心形状、
ギャップに移行
した損傷炉心物

質の条件）
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残留炉心物質最高温度の履歴

伝熱計算モデル
概念図

【温度分布】

[K]

冷却過程開始から0秒後
（事象発生から約90秒後）

冷却過程開始から1000秒後
（事象発生から約1090秒後）

【物質分布】 【温度分布】 【物質分布】 【温度分布】 【物質分布】

上部
炉心構造

混合層

下部炉心構造

冷却過程開始から1800秒後
（事象発生から約1890秒後）

ULOF（ⅲ）の格納容器破損防止措置の有効性評価
残留炉心物質の冷却性評価の概要

5. 残留炉心物質の冷却性評価

5.1 残留炉心物質の溶融挙動

⚫ 伝熱計算モデルを用いて残留炉心物質内部の温度変化、溶融・再分布挙動、及び周囲の構造
物等への熱移行を１次元体系で解析するとともに、多次元熱流動解析の境界条件を評価する。

➢ 固体燃料粒子と溶融スティールからなる混合層と燃料クラスト内は熱伝導、溶融層は自然
対流熱伝達相関式を用いて周囲への熱移行を解析する。



燃料集合体 内側反射体

(1)

(3) インターラッパーフロー
による自然対流冷却

(1) Forced convection cooling by 
sodium flows in radial blanket

(2) 内側反射体内ナトリウム
による強制対流冷却

外側反射体

(1) リフラックス冷却

内側反射体外側反射体

上部プレナム

遮へい集合体 遮へい集合体

インターラッパーフロー

(2) (2)

(3)

炉心残留物質周辺の熱移行現象の概念図

燃料集合体 内側反射体 外側反射体内側反射体外側反射体遮へい集合体 遮へい集合体

インターラッパーフロー

上部プレナム

(1)

(2)(2)

(3)

非計算領域（残留炉心物質）
（表面に熱流束を設定して、

残留炉心物質からの
熱移行量を考慮）

非計算領域

（上面にのみリフラックス冷却
を考慮した熱流束を設定）

FLUENTによる炉心残留物質周辺の
熱移行現象のモデル化概念図

41ULOF（ⅲ）の格納容器破損防止措置の有効性評価
残留炉心物質の冷却性評価の解析手法

5.2 冷却性評価手法

⚫ Ｓｕｐｅｒ－ＣＯＰＤで計算した原子炉容器入口冷却材流量（下部プレナム通
過流量）及び温度の時間変化を考慮し、保守側の境界条件を設定（評価時間内
で、低流量及び高温条件となるよう一定値を設定）

⚫ 残留炉心物質からの熱移行を計算

(1)上方向への熱移行： 集合体ピン束内のナトリウム蒸気と液膜の環流により評価する（除熱量
評価にCCFL相関式を使用）。

(2)径方向への熱移行： 内側反射体内のナトリウム流れによる冷却と集合体間ギャップ内のナト
リウムの自然対流（インターラッパーフロー）による冷却を多次元熱流動コード（ＦＬＵＥ
ＮＴ）により評価する。

(3)下方向への熱移行： インターラッパーフローによる冷却を多次元熱流動コード（ＦＬＵＥＮ
Ｔ）により解析する。

モ
デ
ル
化
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⚫ ULOF （i）では２ループのポニーモータによる冷却材の流入があるが、ULOF（ⅲ）では、異常事象により事故ループ
の強制循環機能を喪失するため、片側ループからの流入となる。炉心部での燃料の損傷が開始する時間を含めた事象
推移のタイミングに違いがあるものの、事象の推移及び炉心部で生じる物理現象は同じである。なお、本評価事故シ
ーケンスの解析では、解析モデル及び境界条件の設定について大きな違いはないが、ULOF（ⅰ）における解析と以下
の点で異なる。

①解析体系（残留炉心物質の範囲）：集合体ラッパ管間ギャップ部に残留炉心物質が存在する範囲はより広範囲

②境界条件：・ULOF（ⅲ）では原子炉容器出入口2箇所のうち、１箇所のみを境界面として設定

・ULOF（ⅲ）の事象推移に従った原子炉容器入口流量及び残留炉心物質からの熱移行量の時間変化

FLUENT解析体系の概要

炉心原子炉容器

リーク
ジャケット

ULOF（ⅲ）の格納容器破損防止措置の有効性評価
残留炉心物質冷却におけるFLUENTの解析体系の概要

モデル化範囲：
原子炉容器
（リークジャケット
内側）

5.3 解析体系の概要

原子炉容器

アルゴンガス

（解析対象外）

リークジャケット

遮へいグラファイト

（黒鉛）

窒素ガス領域

振止構造物

下部プレナム

炉心

・燃料集合体(内側、外側)（下部）

・反射体(内側、外側)

・遮へい集合体

・制御棒、後備炉停止制御棒

・試験用集合体等

炉心上部機構

フィンガー部

高圧プレナム

低圧プレナム

炉内燃料貯蔵ラック

上部プレナム

炉内ポット（下部ノズル部）

中間胴プレナム

外側遮へい体

内側遮へい体

炉心支持板

炉心バレル構造物

保温パネル

スペーサーバッフル

黒鉛支持板

コールドレグ

ホットレグ

1

燃料集合体上部（非計算領域）

残留炉心物質（非計算領域）

エントランスノズル

窒素ガス領域

ギャップ閉塞部（非計算領域）
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残留炉心物質冷却の主な解析条件と解析結果

5.4 主な解析条件と解析結果

■ 主な解析条件

項目 初期温度(＊1)

支持板上方領域 約472 ℃

支持板下方領域 約350 ℃

炉心領域 約500 ℃

項目
再配置過程（事象発
生から約91秒まで）

(等温条件)

冷却過程
（事象発生から約91秒以降）

（非等温条件）

熱移行量 -
残留炉心物質及びギャップ閉塞部か
らの熱移行量の時間変化を考慮

Na流量
約63 kg/sから

約21 kg/sに変化
約21 kg/s（一定）

Na入口温度 350 ℃（一定）

■ 主な解析結果

温度分布の時間変化の例
（代表時間の結果を示す）

項目 最高温度
事象発生からの

時刻

冷却材 約850 ℃ 約3,400 s

原子炉容器 約490 ℃ 約1,200 s

原子炉容器最高温度の
履歴

集合体ラッパ管間ギャップのナトリウムは、炉心外側に位置する反射体・遮へい
集合体内部を流れるナトリウムによってラッパ管を介して冷却され、低温の炉心
外側と高温の残留炉心物質周辺との間でギャップ部のナトリウムに循環流が形成
される。この循環流によって低温のナトリウムが残留炉心物質周辺に輸送され、
残留炉心物質の下面が冷却される。

●炉心損傷開始時点から閉塞までのSuper-COPDの解析結果（温度、入口流量等）を参照し、炉心閉塞時（再配
置過程）までの各領域の流速場を計算した上で、炉心閉塞時の初期温度を保守側に設定（*1）して冷却過程の過
渡解析（非等温条件）を実施。

800

350

温度[℃]

残留炉心物質下面の
最高温度の履歴

事象発生後
約3,640秒後

事象発生後
約1,240秒後

450

460

470

480

490

500

0 1200 2400 3600 4800
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◼ モデル化の範囲
✓ 原子炉容器内のナトリウム液面下から、リークジャケット内側の領域を対象
✓ 炉心上部機構、炉心部（残留炉心物質内部と集合体上部の構造物が落下した領域を除く）、炉内燃料貯蔵ラック内ポット、高

低圧プレナム、炉心支持構造物、原子炉容器（振止構造物含む）、リークジャケット、原子炉容器との間の窒素ガス領域、原
子炉容器振止構造物内部の遮へいグラファイト（黒鉛ブロック）及び冷却材ナトリウム等を含む

ULOF（ⅲ）の格納容器破損防止措置の有効性評価［参考］
FLUENTによる冷却過程の解析の概要

メッシュ配置：流体要素は約500万、構造材要素は約210万

集合体（燃料集合体、反射体、遮へ
い集合体）及びラッパ管間ギャップ

部のメッシュ配置図

解析モデル側面図 ギャップ部の損傷炉心物質
の領域（非計算領域）

◼ 解析モデル（主な設定）
［原子炉容器］

• 構造物の熱容量及び熱伝導、流体との共役熱伝達を考慮
• ナトリウム上面は断熱、炉心上部機構内部は静止ナトリウム
• リークジャケット外面断熱（遮へいグラファイト等を介した熱移行なし）
• 構造物のないプレナム部に乱流モデル（Realizable k-e）を適用
• 構造物を含む領域（炉心部も同じ）は空隙率（冷却材の体積割合）

及び圧力損失係数を考慮
［炉心部］

• ラッパ管間ギャップ部の熱流動を考慮（ラッパ管との熱伝達含む）
• 燃料集合体、内側及び外側反射体、遮へい集合体、照射燃料集合体、

材料照射用反射体、制御棒、後備炉停止制御棒を模擬
（設計条件に基づき、空隙率、圧力損失を個別に設定）

［損傷炉心物質］
• 残留炉心物質及び集合体上部の領域は非計算領域として設定
• 非計算領域の上下面及び側面に、「伝熱計算モデル」によって

別途解析された熱移行量の時間変化を設定

◼ 境界条件（原子炉容器出入口２箇所のう
ち、１箇所のみ設定：１ループ軸固着）

✓ 炉心損傷開始時点から閉塞までのSuper-COPD
の解析結果（温度、入口流量等）を参照し、
炉心閉塞時（再配置過程）までの各領域の流
速場を計算した上で、炉心閉塞時の初期温度
を保守側に設定

✓ 損傷炉心物質が存在する各部の熱移行量の時
間変化と、入口温度及び流量（一定値）を
テーブルで入力して過渡解析（非等温条件）
を実施

800

350

温度[℃]

事象発生後約3,640秒後の温度分布

非計算領域
（ギャップ
閉塞部）

非計算領域
（残留炉心
物質＋燃料
集合体（上
部））
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原子炉容器底部に堆積した
デブリベッド

デブリベッド
最大厚み位置で

一次元解析を実施

要素代表温度点

計算体系境界温度点

熱伝導

熱伝導＋熱伝達

デブリベッド

デブリベッド
上方冷却材

原子炉容器
底部構造

45ULOF（ⅲ）の格納容器破損防止措置の有効性評価
原子炉容器底部に堆積したデブリベッドの冷却性評価の解析手法及び解析体系

6. 原子炉容器底部に堆積したデブリベッドの冷却性評価

6.1 計算コード

Ｓｕｐｅｒ-ＣＯＰＤデブリ熱計算モジュール

（サブクール状態及び沸騰状態に応じたデブリベッドの等価熱伝導率を用いて内部発熱するデ
ブリベッド内の温度分布及び冷却性限界を解析するモジュール）

6.2 解析体系及び解析条件 ⚫ 制御棒下部案内管等を通じて炉心から下部
プレナムに移行した損傷炉心物質は、冷却
材中で固化・微粒化して原子炉容器底部に
デブリベッドとして堆積するものとする。

⚫ デブリベッドの性状について炉心物質を用
いた試験結果等に基づいて、デブリ粒子径
400µm、空隙率0.6とする。

⚫ 崩壊熱は、遷移過程までの過程において燃
料の損傷・溶融と高温状態が継続したこと
を考慮して希ガス及び揮発性FPからの崩壊
熱を除いた値を用いる。

⚫ デブリベッド上方冷却材温度（境界条件）
は、デブリベッドからの熱移行や原子炉容
器入口配管からの冷却材の流入により時間
と共に変化する。本評価では、デブリベッ
ド内で発生する崩壊熱すべてが冷却材の温
度上昇に寄与するものとして設定する。
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デブリベッド最高温度の履歴 SUS304のクリープ破断時間と応力の関係
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ULOF（ⅲ）の格納容器破損防止措置の有効性評価
原子炉容器底部に堆積したデブリベッドの冷却性評価の解析条件及び解析結果

6.3 主な解析条件

⚫ １次主冷却系の片側ループの循環パス
は確保されており、１次主循環ポンプ１
台のポニーモータ運転と２次主冷却系の
強制循環により冷却パスは確保

⚫ 炉心から下部プレナムに移行する損傷
炉心物質の量は再配置過程の不確かさを
考慮して、炉心インベントリの70％

6.4 主な解析結果

⚫ デブリベッド最高温度（損傷炉心物質、
冷却材、原子炉容器温度）は約1,800秒後
に約720℃まで上昇し、その後は崩壊熱の
減衰と共に低下する。

⚫ デブリベッドにより高温条件となる原子
炉容器底部の鏡板では、原子炉容器自重、
ナトリウム重量、及びデブリベッド重量に
より発生する応力は2.8MPa（1次応力）で
あり、SUS304について900℃を超える温度
条件で得られているクリープ試験結果に対
しても有意に小さくクリープ破断は発生し
ない。



機械的応答過程の解析は下図に示す手順で実施した。

先行過程（遷移過程）の解析

ナトリウム噴出量

炉容器変形量

（物質、温度、速度、圧力分布）

①機械的エネルギーの解析
（ＳＩＭＭＥＲ-Ⅳ）

②原子炉容器の構造応答解析
（ＡＵＴＯＤＹＮ）

③ナトリウム噴出量の解析
（ＰＬＵＧ）

機械的応答過程解析の手順

（膨張する圧力源の圧力-体積の関係（P-V曲線））

（プラグ下面の圧力履歴）

47ULOF（ⅲ）の格納容器破損防止措置の有効性評価
機械的応答過程評価の概要

⚫ 初期状態は遷移過程において即
発臨界を超過して出力逸走が起
こった直後の、炉心燃料温度が
最高値に達した時点の炉心状態
（炉心物質の質量、温度、速度
及び圧力）である。

⚫ 熱エネルギーの放出により高温
となった炉心物質が蒸発・膨張
しつつ炉心から上方に噴出され、
ナトリウムを蒸発・膨張させな
がら機械的エネルギーに変換さ
れる。

⚫ 機械的エネルギー発生の解析で
得られた炉心物質の膨張におけ
る圧力-体積変化を圧力源として
原子炉容器の構造応答を解析す
る。

⚫ ナトリウム噴出量の解析で使用
する回転プラグ下面の圧力履歴
は、原子炉容器の変形による圧
力緩和効果を無視したものとす
る。
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機械的エネルギーの解析（ＳＩＭＭＥＲ－Ⅳ）の解析体系
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機械的応答過程の解析体系（1/3）

1. 解析体系

（1）機械的エネルギーの解析

⚫ ＳＩＭＭＥＲ－Ⅳによる機械的エネルギーの
解析は、水平方向は炉心中心から原子炉容器
の内面まで、鉛直方向は炉心燃料下端部から
遮へいプラグ底板の下端面までを、3次元直交
座標を用いて行う。

⚫ 炉心及びその周辺の初期状態は遷移過程解析
の結果をそのまま接続する。

⚫ 機械的エネルギーの発生が大きくなる以下の
条件を用いる。
➢ 遷移過程で炉心上部構造部の流路中に侵

入した溶融炉心物質の固化によって形成
された閉塞を無視。

➢ 炉心部から上部プレナムへの溶融炉心物
質の噴出を容易にするとともに、原子炉
容器内における機械的エネルギーの吸収
に寄与する構造の流動に対する抵抗を無
視。

➢ 炉心の下端及び径方向外端は剛体として
扱う。



炉
心

回転プラグ

下部胴体

炉心バレル

鏡板

炉
心

上
部

機
構

上
部

プ
レ

ナ
ム

アルゴン
カバーガス

円錐部胴体

上部胴体

支持構造物

内側反射体、外側反射体
及び遮へい集合体

冷却材入口ノズル

ナトリウム液面

オーバーフローノズル

原子炉容器

材料照射ポット

炉心支持板

高圧プレナム

原子炉容器の構造応答解析（ＡＵＴＯＤＹＮ）の解析体系
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機械的応答過程の解析体系（2/3）

1. 解析体系

（2）原子炉容器の構造応答解析

⚫ 原子炉容器全体を2次元円筒座標でモデル化
する。原子炉容器全体は上端で支持される構
造とし、原子炉容器胴部の変形及び底部の変
位を解析する。

⚫ 炉心の膨張は、圧力源の体積（増分）と圧力
の関係（P-V曲線）を入力とするガス膨張挙動
モデルで模擬する。

⚫ 本解析では、遮へいプラグ及び炉心上部機構
は剛体としてモデル化し、これら構造物の変
形による機械的エネルギーの吸収効果を無視
するなど、原子炉容器への負荷が大きくなる
条件を用いている。



ナトリウム噴出量の解析（ＰＬＵＧ）の解析体系
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機械的応答過程の解析体系（3/3）

1. 解析体系

（3）ナトリウム噴出量の解析

⚫ 大回転プラグ、小回転プラグ及び炉心上部機
構並びに各プラグを固定するボルトをモデル
化する。

⚫ ナトリウム噴出量の解析では、回転プラグ間
隙の垂直部分を環状流路、水平部分を矩形流
路としてモデル化する。

⚫ ナトリウム噴出量の解析では、定常の流動方
程式を用いて噴出ナトリウムの流量を計算し、
ナトリウム噴出量を多くする条件を用いる。



基本解析ケース 不確かさ影響評価解析ケース
炉心部の物質及び温度配置 遷移過程の基本ケースにおいて、炉心平

均燃料温度が最大となる時点の物質及び
温度配置

遷移過程の解析においてエネルギー発生に大き
な影響を与える不確かさの影響を考慮したケー
スにおいて、炉心平均燃料温度が最大となる時
点の物質及び温度配置

炉心平均燃料温度 接続時：4,203℃ 接続時：5,130℃

炉心平均スティール温度 接続時：1,700℃ 接続時：2,307℃

カバーガス圧力 0.1 MPa 0.1 MPa

51ULOF（ⅲ）の格納容器破損防止措置の有効性評価
機械的応答過程の解析条件

2. 解析条件

⚫ 本解析の基本ケースでは、遷移過程まで標準的な条件を用いて事象推移を解析し、炉心部での熱
エネルギーの発生を解析したケースにおいて炉心平均燃料温度が最大となる時点の炉心の物質及
び温度配位を用いる。

⚫ ULOFの機械的エネルギー発生に至る事象推移において考慮すべき不確かさ

⚫ 遷移過程までの事象推移における再臨界による熱エネルギー発生の不確かさ

⚫ 機械的エネルギー発生過程における上部プレナムでのFCI

⚫ 炉心上部構造によるエネルギー低減効果

⚫ 遮へいプラグ反発係数の不確かさ

⚫ これらの不確かさの影響評価の結果、機械的応答過程に最も大きな影響を持つ不確かさは遷移過
程までの事象推移における不確かさ、すなわち解析初期条件としての放出熱エネルギーの大きさ
である。

⚫ 以後、熱エネルギー発生の不確かさ影響評価解析ケースの解析結果について示す。
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ULOF（ⅲ）の格納容器破損防止措置の有効性評価
機械的応答過程の解析結果

3. 機械的応答過程不確かさの影響評価の解析結果

3.1 機械的エネルギーの解析（ＳＩＭＭＥＲ－Ⅳ）

炉心損傷後の膨張過程において崩壊炉心部から上部プレ
ナムに放出された溶融燃料と溶融スティールの混合物は、
冷却材との熱的相互作用によりナトリウム蒸気（CDA気
泡）を生成させ、上部プレナムのナトリウムを上方へ加
速するとともに、原子炉構造に機械的負荷を与える。こ
の際、発生する機械的エネルギーは約3.4MJと評価された。
なお、基本ケースで発生した機械的エネルギーは約2.6MJ
である。
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機械的エネルギーの解析結果（ＳＩＭＭＥＲ－Ⅳ）

同一時刻の体積と圧力の関係
をP-V曲線としてプロット

原子炉容器の構造応答解析（AUTODYN）への入力値を
体積で積分すると約3.7MJとなり、ＳＩＭＭＥＲ－Ⅳで
得られた機械的エネルギー約3.4MJを包絡する保守的な
条件を用いている。

ULOF（ⅲ）の格納容器破損防止措置の有効性評価
機械的エネルギー解析から原子炉容器の構造応答解析への受渡し

3.2 原子炉容器の構造応答解析（AUTODYN）
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許容限界変位：260 mm

許容限界変位：165 mm

原子炉容器変位の時間変化原子炉容器歪みの分布

0%

0.63%

0.315%

許容値：10%

許容限界蓄積量（プラグ間隙体積に相当）

プラグ間隙へのナトリウム蓄積量

破断伸び 15%

締付ボルト最大伸び 0.6%

ULOF（ⅲ）の格納容器破損防止措置の有効性評価
機械的応答過程の解析結果

3.3 原子炉容器の構造応答解析（ＡＵＴＯＤＹＮ）

3.4 ナトリウム噴出量の解析（ＰＬＵＧ）
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格納容器応答過程

⚫ 機械的応答過程の解析において不確かさの影響を考慮したとしても、
ナトリウムの格納容器（床上）への噴出は起こらないと評価された。※1

⚫ ULOF(ⅰ)の有効性評価において、格納容器の健全性を入念に確認する
ために、敢えて230kg（既許可申請書の仮想事故時の噴出量）のナトリ
ウムが噴出するものと仮定した解析※2を実施しており、格納容器の耐性
は本評価事故シーケンスに対しても同じである。

※1：第395回及び第417回核燃料施設等の新規制基準適合性に係る審査会合における指摘（放熱の計算条
件の設定、セシウムエアロゾル挙動の評価の考え方）への回答を別紙2に示す。

※2：第326回及び第403回核燃料施設等の新規制基準適合性に係る審査会合における指摘（事故時の中央
制御室の居住性、ナトリウム中の保持率に係る炉外試験データの「常陽」への適用性）への回答を別紙3に示す。



ULOF(ⅲ)の炉心損傷防止措置及び格納容器破損防止措置の有効性評価
まとめ

⚫ 炉心損傷防止措置の有効性評価の結果、炉心各部の最高温度は評価項目を十分に下回り、炉心の著
しい損傷は防止されることから、措置は有効と評価した。

⚫ 格納容器破損防止措置の有効性評価の結果、原子炉容器内で分散し再配置した炉心物質を安定に保
持・冷却できること、即発臨界超過によるエネルギー放出が発生した場合でも原子炉冷却材バウン
ダリの健全性は保たれ、ナトリウムの漏洩や格納容器床上への噴出は生じないことから、措置は有
効と評価した。

⚫ 以上より、本事故を想定しても、炉心の著しい損傷、格納容器の破損は防止され、施設からの多量
の放射性物質等の放出は防止される。

⚫ 外部電源喪失を異常事象としたULOF(ⅰ)との主な有効性評価結果の比較を以下に示す。
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評価指標 ULOF(ⅲ) ULOF(ⅰ) 判断基準

炉心

損傷

防止

燃料温度（℃） 約1,800 約1,800 2,650 １次主循環ポンプ軸固着では、炉心冷却材の流量減少速度が相対的

に大きくなるため、炉心各部の最高温度は相対的に高くなるが、評

価項目を十分に下回る。

被覆管温度（℃） 約750 約630 840

冷却材温度（℃） 約740 約620 910

評価指標 ULOF(ⅲ) ULOF(ⅰ) 判断基準

格納

容器

破損

防止

炉心平均燃料温度（基本

ケース）（℃）
約4,200 約3,700

－

１次主循環ポンプ軸固着では、炉心冷却材の流量減少速

度が相対的に大きくなるため、基本ケースの遷移過程に

おける炉心損傷の同時性が高くなることから、基本ケー

スの炉心平均燃料最高温度は相対的に高くなる。一方、

不確かさ影響評価については、損傷に伴う溶融プールの

スロッシング現象が重要現象となるが、本現象には原子

炉冷却材流量の影響は小さいため、不確かさの影響評価

ケースの最高温度は概ね同じとなる。

また、再配置・冷却過程において、１次主循環ポンプ軸

固着により1ループの強制循環機能を喪失するため、炉心

冷却材流量が僅かに減少するが、その影響は小さく、損

傷炉心物質及び原子炉容器温度は概ね同じとなる。

炉心平均燃料温度（不確か

さ影響評価ケース）（℃）
約5,130 約5,110

残留炉心物質温度（℃）
約2890 約2890 安定冷却できること

残留炉心物質下面温度

（℃）
約850 約850 安定冷却できること

デブリベッド温度（損傷炉

心物質・冷却材・原子炉容

器温度）（℃）
720以下 720以下

原子炉容器の健全性
が維持されること
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（2）除熱源喪失時原子炉停止機能喪失（ULOHS）
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【評価事故シーケンスの選定理由】
本事象グループには、主冷却器空気流量の異常により原子炉入口冷却材温度が上昇する事故シーケンスが含ま

れるが、直接的に１次冷却材からの除熱に与える影響が大きく、かつ、相対的に代表性が高い事故シーケンスを
措置毎に抽出し、『No.1』及び『No.6』を評価事故シーケンスに選定した（ 『No.6』の有効性評価の結果は、
『No.1』と同じとなるため、『No.1』を対象に有効性を評価）。また、主冷却系を2ループで構成し、２次冷却
材の漏えいの除熱機能への影響が有意な可能性がある本原子炉施設の特徴を踏まえ、「２次冷却材漏えい」を起
因とする『No.5』を評価事故シーケンスに選定した。

なお、炉心損傷防止措置の有効性評価について、抽出された事故シーケンスによって除熱量の変化等の解析条
件に僅かな差が生じるが、除熱源喪失時に冷却材温度が昇温し、原子炉入口冷却材温度が上昇する観点では、抽
出された事故シーケンスは評価事故シーケンスと同様の事象推移をたどるか、影響が評価事故シーケンスに包絡
される。また、格納容器破損防止措置の有効性評価も同様であり、解析条件に僅かな差が生じるが、抽出された
事故シーケンスは評価事故シーケンスと同様の事象推移をたどるか、影響が評価事故シーケンスに包絡される。

●：選定した評価事故シーケンス

No. 事故シーケンス 炉心損傷防止措置 格納容器破損防止措置

● 1
２次冷却材流量減少（２次主循環ポンプトリップ）＋
原子炉トリップ信号※発信失敗 ※：「２次冷却材流量低」

代替原子炉トリップ信号（「原子炉
出口冷却材温度高」）による原子炉
停止

負の反応度係数などの固有の物理
メカニズムによる出力低減と冷却
系による冷却（1次主冷却系強制
循環冷却、2次主冷却系自然循環
冷却）

2
主冷却器空気流量減少＋
原子炉トリップ信号※発信失敗 ※：「原子炉入口冷却材温度高」

3
２次主循環ポンプ軸固着＋
原子炉トリップ信号※発信失敗 ※：「２次冷却材流量低」

4
主送風機風量瞬時低下＋
原子炉トリップ信号※発信失敗 ※：「原子炉入口冷却材温度高」

● 5
２次冷却材漏えい＋
原子炉トリップ信号※発信失敗 ※：「原子炉入口冷却材温度高」

● 6
２次冷却材流量減少（２次主循環ポンプトリップ）＋
原子炉保護系（スクラム）動作失敗

後備炉停止系用論理回路による原子
炉停止

7
主冷却器空気流量減少＋
原子炉保護系（スクラム）動作失敗

8
２次主循環ポンプ軸固着＋
原子炉保護系（スクラム）動作失敗

9
主送風機風量瞬時低下＋
原子炉保護系（スクラム）動作失敗

10
２次冷却材漏えい＋
原子炉保護系（スクラム）動作失敗
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ULOHS（ⅲ）の事象進展及び炉心損傷防止措置の概念図

【評価事故シーケンスの概要】

出力運転中に２次冷却材漏えいにより原子炉容器入口冷却材温度が
上昇（①）し、原子炉トリップ信号の発信に失敗（②-1）（原子炉保
護系の動作に失敗（②-2）した場合も同様）することにより制御棒の
急速挿入に失敗（③）する事象。

２次冷却材漏えいが発生すると、異常事象により事故ループの除熱
機能を喪失するため、炉心損傷防止措置及び格納容器破損防止措置の
有効性評価は、健全側の1ループによる除熱を想定する。

【炉心損傷防止措置の概要】

代替原子炉トリップ信号（［a］）により後備炉停止系用論理回路
が動作（［b］）し、後備炉停止制御棒を炉心に急速に挿入（［c］）
することにより炉心の著しい損傷を防止。

【格納容器破損防止措置の概要】

・ 負の反応度係数等の固有の物理メカニズムによる原
子炉出力の低減と冷却系による冷却により炉心の著し
い損傷は防止され、格納容器の破損及び施設からの多
量の放射性物質等の放出を防止。

ULOHS（ⅲ）の事象進展及び格納容器破損防止措置の概念図

炉心損傷防止措置が
機能しないことを仮定

【評価事故シーケンスの概要】

・左記の事故時に炉心損傷防止措置が機能しないことを
仮定

【評価事故シーケンス】

２次冷却材流量減少及び原子炉トリップ信号発信失敗の重畳事故 （ULOHS（ⅰ））

２次冷却材流量減少及び原子炉保護系（スクラム）動作失敗の重畳事故 （ULOHS（ⅱ））

２次冷却材漏えい及び原子炉トリップ信号発信失敗の重畳事故 （ULOHS（ⅲ））

原子炉容器

炉心

制御棒

後備炉停止
制御棒

主中間
熱交換器

２次主冷却系
（2ループ）

１次主冷却系
（2ループ）

１次主循環ポンプ

２次主循環ポンプ

主冷却機
（2基/1ループ）

原子炉トリップ信号発信
「原子炉入口冷却材温度高」

原子炉保護系
（スクラム）動作

①

③

②-1②-2

原子炉出口
冷却材温度

代替原子炉トリップ信号
「原子炉出口冷却材温高」

後備炉停止系用
論理回路動作

［a］

［b］

［c］

【新設】

自然通風

原子炉入口
冷却材温度

原子炉容器

炉心

制御棒

後備炉停止
制御棒

主中間
熱交換器

２次主冷却系
（1ループ）
（自然循環）

１次主冷却系
（2ループ）

１次主循環ポンプ
（強制循環：主電動機）

２次主循環ポンプ
（トリップ）

負の反応度係数等の固有の
物理メカニズムによる原子炉出力の低減

１次主冷却系強制循環冷却、
２次主冷却系自然循環冷却に
よる炉心冷却により、原子炉
冷却材温度が平衡状態となり、
比較的高温での安定静定状態
に移行

主冷却機
（2基/1ループ）

自然通風
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□主な炉心損傷防止措置
【】内は動作に必要な関連設備
・ 代替原子炉トリップ信号【非常用電源系】
・ 後備炉停止系用論理回路（トリップ遮断器

を含む） 【非常用電源系】
・ 後備炉停止制御棒

□主な格納容器破損防止措置
【】内は動作に必要な関連設備
・ 負の反応度係数等の固有の物理メカニズムに

よる原子炉出力の低減
・ １次主冷却系（強制循環）

１次主循環ポンプ主電動機【常用電源系】
・ ２次主冷却系（自然循環）
・ 主冷却機（自然通風）

【評価事故シーケンス】

２次冷却材漏えい及び原子炉トリップ信号発信

失敗の重畳事故 （ULOHS（ⅲ））

２次冷却材漏えい

（No）

原子炉自動停止

２次冷却材漏えい及び原子炉ト
リップ信号発信失敗の重畳事故

多量の
放射性物質等
を放出する
おそれ
のある事故

原子炉    確認
「原子炉入口冷却材温

度高」

代替原子炉トリップ信号発信
「原子炉出口冷却材温度高」

炉心損傷防止
（原子炉自動停止）後備炉停止系    確認（後備

炉停止系用論理回路動作）

（Yes）

（No）

原子炉     信号発信
「原子炉入口冷却材温

度高」

（Yes）

運転時の異
常な過渡変
化又は設計
基準事故

凡例

：動作、確認

：プラント状態

：判断

：運転員と対策要員の作業

：有効性評価上期待しない措置

低温停止確認
・ １次主冷却系：ポニーモータ低速運転
・ ２次主冷却系：自然循環
・ 主冷却機 ：自然通風

（Yes）

【炉心損傷防止措置】

原子炉自動停
止失敗と判断

炉心及び冷却系の物
理的特性により、
炉心損傷防止

原子炉容器内冷却確認
・ １次主冷却系：強制循環
・ ２次主冷却系：自然循環
・ 主冷却機 ：自然通風

原子炉手動停止
・手動スクラム※1
・保持電磁石励磁手動断※1
・駆動機構による制御棒手動挿入※1

【運転員A：中央制御室】
【運転員A：中央制御室】

※1：【運転員A：中央制御室】
※2：【現場対応班員5名：原子炉建物】

【運転員B・C：中央制御室】

２次冷却材漏えい及び原子炉保護系
（スクラム）動作失敗の重畳事故

（Yes）

（No）

【数分】

※1：【約5分～約10分】
※2：【約2時間～約6時間】

原子炉手動停止（自主対策）
・駆動機構軸の直接回転による制御
棒手動挿入※2

（Yes）

（No）

【数分】

【運転員A：中央制御室
安全保護回路及び
プロセス計装等】

【監視継続】

黄色ハッチング：有効性評価の対象としている措置
●：運転員等による操作が必要な措置

【】内時間：事象発生からの経過時間

（No）

（Yes）



61ULOHS(ⅲ)の事象進展及び措置の概要（2/2）

手順の項目 手順の内容

当直長 ・運転操作指揮

状況判断 運転員A 1
・原子炉トリップ信号発信確認
・原子炉スクラム確認
・事故発生の判断

・「原子炉入口冷却材温度高」に
よる原子炉トリップ信号発信失敗
を確認する。

炉心損傷
防止措置

運転員A 1
・代替トリップ信号発信及び原子炉スクラ
  ム確認
・後備炉停止系スクラム確認

・「原子炉出口冷却材温度高」に
よる原子炉スクラム（自動停止）
を確認する。
・「原子炉出口冷却材温度高」に
よる後備炉停止系用論理回路動作
に伴う後備炉停止系による原子炉
スクラム（自動停止）を確認す
る。

状況判断 運転員A 1 ・原子炉自動停止失敗と判断
・原子炉スクラム、後備炉停止系
スクラムに失敗した場合は原子炉
自動停止失敗と判断する。

炉心損傷
防止措置

運転員A 1 ・原子炉手動停止

・手動スクラム、制御棒保持電磁
石励磁手動断、後備炉停止制御棒
保持電磁石励磁手動断、制御棒駆
動機構による制御棒手動挿入又は
後備炉停止制御棒駆動機構による
後備炉停止制御棒手動挿入によ
り、原子炉を停止する。

２次冷却材漏え
い対応

運転員B、C、D 3 ・２次冷却材ドレン、消火等

・２次冷却材漏えいを検知した場
合には、２次冷却材をダンプタン
クにドレンするとともに、ナトリ
ウム燃焼の消火を行う。

炉心損傷
防止措置

現場対応班員 5
・制御棒駆動機構の軸を直接回転させるこ
とにより制御棒を炉心に挿入

・制御棒駆動機構の軸を直接回転
させることにより制御棒を炉心に
挿入し、低温停止に必要な反応度
を挿入する。

備考必要な要員と作業項目
経過時間（分）

要員（名）
（作業に必要な要員数）

10 15 20 25 30 60

▽異常事象発生（２次冷却材漏えい）

120 180 240

▽事故発生の判断（「原子炉入口冷却材温度高」による

原子炉トリップ信号発信失敗）

▽原子炉自動停止失敗と判断

5
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炉心損傷防止措置の有効性評価

（2）除熱源喪失時原子炉停止機能喪失（ULOHS）

２次冷却材漏えい及び原子炉トリップ信号発信失敗の重畳事故（ULOHS(ⅲ)）



ULOHS(ⅲ)の炉心損傷防止措置の有効性評価（1/3）

1. 対象事象
２次冷却材漏えい及び原子炉トリップ信号発信失敗の重畳事故

2. 主な炉心損傷防止措置
代替原子炉トリップ信号「原子炉出口冷却材温度高」、後備炉停止系用論理回路、
後備炉停止系による原子炉自動停止

3. 計算コード
Ｓｕｐｅｒ-ＣＯＰＤ

4. 主な解析条件

(1) 1ループの２次主冷却系においてナトリウムの漏えいが生じた場合の原子炉冷却材温度の上昇を
高めに評価するために、当該ループは主中間熱交換器の2次側の除熱能力の完全喪失を仮定する。

(2) 漏えいの発生と同時に２次主循環ポンプをトリップさせ、インターロックにより他の1ループの
２次主循環ポンプもトリップさせる。

(3) 反応度係数、原子炉保護系の特性、後備炉停止制御棒の挿入による付加される反応度、崩壊熱
等の条件は最適評価値を使用。

(4) 事象推移
主な事象推移を下表に示す。
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時間（秒） 事象推移

0
２次冷却材漏えい
→ 漏えいループ除熱源喪失
→「原子炉入口冷却材温度高」信号の発信失敗

114 「原子炉出口冷却材温度高」信号の発信

117
原子炉スクラム（後備炉停止系用論理回路作動）、後備炉停止制御棒の急速挿入
ここで、後備炉停止系用論理回路の作動時間は、構成機器の動作時間に余裕を考慮し3秒を設定



ULOHS(ⅲ)の炉心損傷防止措置の有効性評価（2/3）

項目 初期温度
（℃）

最高温度
（℃）

評価項目
（℃）

燃料最高温度 約1,800 約1,800 2,650

被覆管最高温度 約540 約550 840

冷却材最高温度 約530 約550 910

5. 主な解析結果

→最高温度は評価項目を十分に下回り、炉心の著し
い損傷は防止されることから、措置は有効と評価
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117秒 : 原子炉自動停止（代替原子炉トリップ信
号及び後備炉停止系用論理回路）

114秒 : 「原子炉出口冷却材温度高」信号の発信

0秒 : 事象発生（2次冷却材漏えい（1ループ））、原子炉トリップ信号
発信失敗



ULOHS(ⅲ)の炉心損傷防止措置の有効性評価（3/3）

項目 初期温度
（℃）

最高温度
（℃）

評価項目
（℃）

燃料最高温度 約1,800 約1,800 2,650

被覆管最高温度 約540 約570 840

冷却材最高温度 約530 約560 910

6. 不確かさの影響評価

→最高温度は評価項目を十分に下回り、炉心の著
しい損傷は防止されることから、条件の不確かさ
を考慮したとしても措置は有効と評価

⚫ 運転員等の操作がないため、運転員操作に係る不確かさは考慮する必要はない。

⚫ 評価項目に対する余裕が小さくなると考えられる「反応度係数」の不確かさに関する感
度解析を実施した。

⚫ 炉心構成の変動等による幅（炉心支持板温度係数：±20％、炉心支持板温度係数以外：
±30％）を考慮し、それぞれ以下のように設定した。

ドップラ係数 ：燃料温度の低下に対して、正のフィードバック効果が最大となるよ
う絶対値が最大の負の値を使用する。

燃料温度係数 ：ドップラ係数と同様に、絶対値が最大の負の値を使用する。

被覆管温度係数 ：被覆管温度の上昇に対して、負のフィードバック効果が最小となる
よう絶対値が最小の負の値を使用する。

冷却材温度係数 ：冷却材温度の上昇に対して、負のフィードバック効果が最小となる
よう絶対値が最小の負の値を使用する。

ラッパ管温度係数 ：ラッパ管温度の上昇に対して、負のフィードバック効果が最小とな
るよう絶対値が最小の負の値を使用する。

炉心支持板温度係数：原子炉容器入口冷却材温度の上昇に対して、負のフィードバック効
果が最小となるよう絶対値が最小の負の値を使用する。
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格納容器破損防止措置の有効性評価

（2）除熱源喪失時原子炉停止機能喪失（ULOHS）

２次冷却材漏えい及び原子炉トリップ信号発信失敗の重畳事故（ULOHS(ⅲ)）



ULOHS(ⅲ)の格納容器破損防止措置の有効性評価（1/3）

1. 対象事象
２次冷却材漏えい及び原子炉トリップ信号発信失敗の重畳事故

2. 主な格納容器破損防止措置
負の反応度係数などの固有の物理メカニズムによる出力低減
１次主冷却系強制循環、２次主冷却系自然循環による炉心冷却

3. 計算コード
Ｓｕｐｅｒ-ＣＯＰＤ

4. 主な解析条件

(1) 1ループの２次主冷却系においてナトリウムの漏えいが生じた場合の原子炉冷却材温度の上昇を
高めに評価するために、当該ループは主中間熱交換器の2次側の除熱能力の完全喪失を仮定する。

(2) 漏えいの発生と同時に２次主循環ポンプをトリップさせ、インターロックにより他の1ループの
２次主循環ポンプもトリップさせる。

(3) 反応度係数等の条件は最適評価値を使用。また、主冷却機は自然通風による除熱を考慮。
(4) 事象推移

主な事象推移を下表に示す。
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時間（秒） 事象推移

0

２次冷却材漏えい

→ 漏えいループ除熱源喪失
→「原子炉入口冷却材温度高」信号の発信失敗

114 「原子炉出口冷却材温度高」信号の発信失敗



ULOHS(ⅲ)の格納容器破損防止措置の有効性評価（2/3）

項目 初期温度
（℃）

最高温度
（℃）

評価項目
（℃）

燃料最高温度 約1,800 約1,800 2,650

被覆管最高温度 約540 約550 840

冷却材最高温度 約530 約550 910

5. 主な解析結果

→最高温度は評価項目を十分に下回り、炉心の著し
い損傷は防止されることから、措置は有効と評価

68

原子炉停止機能がないと仮定（代替原子炉トリップ信号なし）

0秒 : 事象発生（2次冷却材漏えい（1ループ））、原子炉トリップ信号
発信失敗



ULOHS(ⅲ)の格納容器破損防止措置の有効性評価（3/3）

項目 初期温度
（℃）

最高温度
（℃）

評価項目
（℃）

燃料最高温度 約1,800 約1,800 2,650

被覆管最高温度 約540 約560 840

冷却材最高温度 約530 約550 910

6. 不確かさの影響評価

→最高温度は評価項目を十分に下回り、炉心の著
しい損傷は防止されることから、条件の不確かさ
を考慮したとしても措置は有効と評価

⚫ 運転員等の操作がないため、運転員操作に係る不確かさは考慮する必要はない。

⚫ 評価項目に対する余裕が小さくなると考えられる「反応度係数」の不確かさに関する感
度解析を実施した。

⚫ 評価項目に対する余裕が小さくなると考えられる「炉心支持板温度係数」の不確かさに
関する感度解析を実施して評価項目に対する影響を評価した。なお、反応度係数の各項
目の間に相関関係はなく互いに独立であるため、不確かさの重ね合わせは行わず、影響
が最も大きくなる「炉心支持板温度係数」の不確かさの影響を評価した。

炉心支持板温度係数：炉心構成等による変動の幅±20％を考慮し、原子炉容器入口冷却材
温度の上昇に対して、負のフィードバック効果が最小となるよう絶
対値が最小の負の値を使用する。
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ULOHS(ⅲ)の炉心損傷防止措置及び格納容器破損防止措置の有効性評価
まとめ

⚫ 炉心損傷防止措置及び格納容器破損防止措置の有効性評価の結果、炉心各部の最高
温度は評価項目を十分に下回り、炉心の著しい損傷は防止されることから、措置は
有効と評価した。

⚫ 以上より、本事故を想定しても、炉心の著しい損傷、格納容器の破損は防止され、
施設からの多量の放射性物質等の放出は防止される。

⚫ ２次主循環ポンプトリップを異常事象としたULOHS(ⅰ)との主な有効性評価結果の
比較を以下に示す。
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評価指標 ULOHS(ⅲ) ULOHS(ⅰ) 判断基準

炉心

損傷

防止

燃料温度（℃） 約1,800 約1,800 2,650 ２次冷却材漏えいでは、1ループの主冷却系の自然循環、自然通風

による除熱となり、除熱量が概ね半減する。この場合でも、炉心温

度の上昇により生じる負の反応度係数などの固有の物理メカニズム

による出力低下、及びその後の比較的高温での安定静定状態への移

行挙動に大差は生じず、炉心各部の最高温度は評価項目を十分に下

回る。

被覆管温度（℃） 約550 約550 840

冷却材温度（℃）

約550 約550 910

評価指標 ULOHS(ⅲ) ULOHS(ⅰ) 判断基準

格納
容器
破損
防止

燃料温度（℃） 約1,800 約1,800 2,650

炉心損傷防止措置の有効性評価と同じ。被覆管温度（℃） 約550 約550 840

冷却材温度（℃） 約550 約550 910



炉心損傷防止措置の有効性評価

（1）原子炉容器液位確保機能喪失による崩壊熱除去機能喪失(LORL)

１次冷却材漏えい（１次主冷却系配管（内管）破損）及び１次主冷却系配管（外管）破損の重畳事故（LORL（ⅱ））

１次冷却材漏えい（１次補助冷却系配管（内管）破損）及び１次補助冷却系配管（外管）破損の重畳事故（LORL（ⅲ））
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LORLの評価事故シーケンス 72

●：選定した評価事故シーケンス

液位確保 炉心冷却

● 1
１次冷却材漏えい（１次主冷却系配管（内管）破損）＋
１次主冷却系配管（外管）※破損
※：異常事象で破損を想定したループ

主冷却系サイ
フォンブレーク

コンクリート遮へい体冷却系によ
る原子炉容器外面冷却（補助冷却
設備による強制循環冷却が機能し
ないことを仮定）

2
１次冷却材漏えい（１次主冷却系配管（内管）破損）＋
１次主冷却系配管（内管）※破損
※：異常事象で発生を想定したループと異なるループ

不要

3
１次冷却材漏えい（１次主冷却系配管（内管）破損）＋
安全容器内配管（内管）破損

不要

● 4
１次冷却材漏えい（安全容器内配管（内管）破損）＋
安全容器内配管（外管）破損

安全容器内での
冷却材保持

● 5
１次冷却材漏えい（１次補助冷却系配管（内管）破損）＋
１次補助冷却系配管（外管）破損

補助冷却系サイ
フォンブレーク

①自然循環冷却（2ルー
プ）又は
②コンクリート遮へい
体冷却系による原子炉
容器外面冷却

主冷却系（1ループ）による自然
循環冷却

評価事故シーケンス選定理由

①補助冷却設備による
強制循環冷却又は
②コンクリート遮へい
体冷却系による原子炉
容器外面冷却

補助冷却設備による強
制循環冷却

・コンクリート遮へい体冷却系を
用いた安全容器外面冷却による損
傷炉心物質等の安全容器内保持・
冷却
・安全板による原子炉冷却材バウ
ンダリの過圧の防止
・ナトリウム流出位置（安全板設
置位置：格納容器（床下））にお
ける熱的影響緩和措置としてヒー
トシンク材・断熱材を敷設

No. 事故シーケンス
炉心損傷防止措置

格納容器破損防止措置

・本事象グループには、異常事象（１次冷却材漏えい）と措置との従属性や異常事
象によるプラント応答が異なる事故シーケンスが含まれているが、原子炉冷却材液
位確保に炉心損傷防止措置が必要な事故シーケンスに対して、炉心冷却の措置毎に
有効性評価結果を示す観点から、『No.1』、『No.4』及び『No.5』を評価事故シー
ケンスに選定した。

・なお、炉心損傷防止措置の炉心冷却の評価において、抽出された事故シーケンス
によって、炉心冷却時の原子炉冷却材液位等の解析条件に僅かな差が生じるが、評
価事故シーケンスは液位低下が大きくなる条件であることから、抽出された事故
シーケンスは評価事故シーケンスと同様の事象推移をたどるか、影響が評価事故
シーケンスに包絡される。また、格納容器破損防止措置の有効性評価も同様であ
り、解析条件に僅かな差が生じるが、評価事故シーケンスは液位低下が大きくなる
条件であることから、抽出された事故シーケンスは評価事故シーケンスと同様の事
象推移をたどるか、影響が評価事故シーケンスに包絡される。

【評価事故シーケンスの選定理由】

本事象グループには、異常事象（１次冷却材漏えい）と措置との従属性や異常事象によるプラント応答が異なる事
故シーケンスが含まれているが、原子炉冷却材液位確保に炉心損傷防止措置が必要な事故シーケンスに対して、炉心
冷却の措置毎に有効性評価結果を示す観点から、『No.1』、『No.4』及び『No.5』を評価事故シーケンスに選定した。
本資料では『No.4』の評価事故シーケンスに対する有効性評価結果を提示しており、『No.1』及び『No.5』の評価事
故シーケンスに対する有効性評価結果は別途提示する。
炉心損傷防止措置の炉心冷却の評価において、抽出された事故シーケンスによって、炉心冷却時の原子炉冷却材液

位等の解析条件に僅かな差が生じるが、評価事故シーケンスは液位低下が大きくなる条件であることから、抽出され
た事故シーケンスは評価事故シーケンスと同様の事象推移をたどるか、影響が評価事故シーケンスに包絡される。ま
た、格納容器破損防止措置の有効性評価も同様であり、解析条件に僅かな差が生じるが、評価事故シーケンスは液位
低下が大きくなる条件であることから、抽出された事故シーケンスは評価事故シーケンスと同様の事象推移をたどる
か、影響が評価事故シーケンスに包絡される。なお、『No.5』の自然循環冷却の有効性評価結果はPLOHSで示したもの
と同様となる。



１次冷却材液位の概念図 73

GL（mm）
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-5,000

-7,000

-9,000

-11,000
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１次補助冷却系出口配管
（下端）【ＮｓＬ-4,000mm 】

燃料集合体頂部【ＮｓＬ-3,400mm 】

炉心頂部【ＮｓＬ-4,500mm 】＊2

原子炉容器通常ナトリウム液位【ＮｓＬ】（GL-6,100mm）

原子炉容器底部【ＮｓＬ-7,900mm 】

主中間熱交換器入口窓＊1 （上端）（ＮｓＬ-810mm ）

原子炉トリップ信号「炉内ナトリウム液面低」
発信液位【ＮｓＬ-100mm】

「炉内ナトリウム液面低低」信号発信液位（ＮｓＬ-320mm ）

１次主冷却系入口配管
（下端：安全容器内）【ＮｓＬ-8,200mm】

安全容器

炉心

１次補助冷却系入口配管

１次補助冷却系出口配管

１次主冷却系出口配管

主冷却系サイフォンブレーク＊4配管

１次補助冷却系
サイフォンブレーク＊7配管

１次主冷却系入口配管

原子炉容器

【ＮｓＬ-3,000mm】＊3

【ＮｓＬ-1，300mm】＊5

【ＮｓＬ-1,400mm 】＊6

１次主循環ポンプより１次主循環ポンプより

主中間熱交換器へ主中間熱交換器へ
補
助
中
間
熱
交
換
器

電
磁
ポ
ン
プ

＊1：主中間熱交換器内に流入した１次冷却材の伝熱管部への入口（有効性評価では、１次冷却材の液位が入口窓（上端）を下回った時点で、１次冷却材の流路を喪失すると仮定）
＊2：LORL及びPLOHSにおける炉外事象過程の評価において、炉心の著しい損傷及び原子炉容器の破損を仮定する液位
＊3：安全容器内の配管（内管及び外管）が破損し、安全容器内に１次冷却材が流出した場合に、原子炉容器冷却材液位と安全容器内に流出した冷却材の液位がバランスし、１次冷却材の漏えいが停止する液位
＊4：１次主循環ポンプの出口から原子炉容器の入口（安全容器内を除く。）の低所に位置する配管（内管及び外管）が破損した場合に、サイフォン現象による原子炉容器冷却材液位の低下を防止するため、

１次アルゴンガスが流入することによりサイフォン現象をブレーク（オーバフローカラムの液位がＮＳＬ-950mmを下回ることにより受動的に１次アルゴンガスが流入し作動）
＊5：主冷却系サイフォンブレークが作動した場合に１次冷却材の漏えいが静定する液位
＊6：原子炉容器の出口から１次主循環ポンプの入口の配管（内管及び外管）が破損した場合に１次冷却材の漏えいが停止する液位
＊7：１次補助冷却系の低所に位置する配管（内管及び外管）が破損し、サイフォン現象による原子炉容器冷却材液位の低下を防止するため、サイフォンブレーク弁が開となり１次アルゴンガスが流入すること

によりサイフォン現象をブレーク（「炉内ナトリウム液面低低」信号により自動でサイフォンブレーク弁が作動）
＊8：１次補助冷却系サイフォンブレークが作動した場合に１次冷却材の漏えいが停止する液位

【ＮｓＬ-400mm】＊8 原子炉カバーガス

安全容器底部【ＮｓＬ-8,900】



74LORL(ⅱ)の評価事故シーケンスの概要
【評価事故シーケンス】

（ⅰ） １次冷却材漏えい（安全容器内配管（内管）破損）及び安全容器内配管（外管）破損の重畳事故
（ⅱ） １次冷却材漏えい（１次主冷却系配管（内管）破損）及び１次主冷却系配管（外管）破損の重畳事故
（ⅲ） １次冷却材漏えい（１次補助冷却系配管（内管）破損）及び１次補助冷却系配管（外管）破損の重畳事故

【格納容器破損防止措置の概要】
・コンクリート遮へい体冷却系を用いた原子炉容器外面
冷却による炉心損傷の回避

（ⅱ）の事象進展及び炉心損傷防止措置の概念図 （ⅱ）の事象進展及び格納容器破損防止措置の概念図

【評価事故シーケンスの概要】
出力運転中に１次主冷却系配管（内管）が破損（①）し、原子炉が

「炉内ナトリウム液面低」により自動停止（②）した後、配管（外
管）により漏えい量が抑制された状態での崩壊熱除去中に、配管（外
管）が破損（③）し、１次冷却材が二重壁外に漏えいし、原子炉容器
等の冷却材液位が１次主冷却系の循環に支障を来すレベルまで低下
（④）する事象。

【炉心損傷防止措置の概要】
主冷却系サイフォンブレークにより、１次冷却材の漏えい量を抑制

（［a］）し、炉心冷却に必要な液位を確保するとともに、補助冷却
設備により原子炉停止後の崩壊熱を除去（［b］）することにより炉
心の著しい損傷を防止。

炉心損傷防止措置が
機能しないことを仮定

【評価事故シーケンスの概要】
・左記の事故時に炉心損傷防止措置（補助冷却設備によ
る強制循環冷却）が機能しないことを仮定

原子炉容器

安全容器

ペデスタル
ブースタブロワ

（2台（1台予備））
窒素ガスブロワ

（2台（1台予備））

格
納
容
器

原
子
炉
附
属
建
物

補機系冷却水

窒素ガス冷却器

コンクリート遮へい体
冷却系入口ダクト
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リークジャケット

コ
ン
ク
リ
ー
ト
遮
へ
い
体
冷
却
系
出
口
ダ
ク
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ペデスタル冷却出口ダクト

主中間
熱交換器

２次主冷却系
（2ループ）

１次主冷却系
（2ループ）

１次主循環ポンプ

安全容器

炉心

制御棒

原子炉容器

電磁ポンプ

２次補助冷却系

１次補助冷却系

④

補助中間
熱交換器

補助冷却設備による
強制循環冷却

配管（外管）

配管（内管）

主冷却系サイフォンブレーク
による漏えいの抑制

ナトリウム液面

原子炉トリップ信号発信
「炉内ナトリウム液面低」

原子炉保護系
（スクラム）動作



75LORL(ⅱ)の評価事故シーケンスの事象進展及び措置の概要（1/2）

□主な炉心損傷防止措置
【】内は動作に必要な関連設備
・ 主冷却系サイフォンブレーク
・ 補助冷却設備【非常用電源系】

□主な格納容器破損防止措置
【】内は動作に必要な関連設備
・ コンクリート遮へい体冷却系【非常用電源系】
・ 格納容器アイソレーション【非常用電源系】

凡例

：動作、確認

：プラント状態

：判断

：運転員と対策要員の作業

：有効性評価上期待しない措置

１次冷却材漏えい
（１次主冷却系配管（内側）破損）

原子炉    確認
「炉内     液面低」

原子炉自動停止

１次主冷却系配管（外側）破損
に伴う炉内冷却材液位低下

（Yes）

（No）
原子炉自動停止後の崩壊熱除去
・ １次主冷却系：ポニーモータ低速運転
・ ２次主冷却系：自然循環
・ 主冷却機 ：自然通風

運転時の異
常な過渡変
化又は設計
基準事故

多量の
放射性物質等
を放出する
おそれ
のある事故

１次冷却材漏えい（１次主冷却系配管（内管）破損）及び
１次主冷却系配管（外管）破損の重畳事故

主冷却系サイフォンブレークによ
り、冷却材の漏えい量を抑制し、
炉心冷却に必要な炉内冷却材液位
を確保

炉心損傷防止
（崩壊熱を除去）

補助冷却設備運転
（Yes）

（Yes） 【運転員B：中央制御室
炉内冷却材液位等】

【監視継続】

【運転員B・C：中央制御室】

【約60分】

【炉心損傷防止措置】

（No）

冷却材ナトリウムが格納
容器（床下）＊1に漏えい
し、格納容器が高温、高

圧に至ると判断

格納容器アイソレーション確認
「格納容器内圧力高」
「格納容器内温度高」

「格納容器内床上線量率高」

格納容器内閉じ
込め確認

格納容器破損防止
（格納容器       温度・圧力

上昇抑制）

（No）

（Yes）

原子炉容器内の冷却材
（ナトリウム）温度が上

昇すると判断

原子炉容器の外壁をコンクリート遮へい
体冷却系により冷却し、炉心の崩壊熱を
除去

格納容器破損防止
（炉心損傷を回避）

【格納容器破損防止措置】

＊1：原子炉運転中は格納容器（床下）を窒素雰囲気に保持

黄色ハッチング：有効性評価の対象としている措置
●：運転員等による操作が必要な措置

【】内時間：事象発生からの経過時間

【約10分】

【運転員A・B：中央制御室
炉内冷却材液位等】

【監視継続】

格納容器手動
アイソレー
ション

【運転員A・E：中央制御室】

【運転員A・B：中央制御室】

【運転員B・E：中央制御室】

【監視継続】



76LORL(ⅱ)の評価事故シーケンスの事象進展及び措置の概要（2/2）

手順の項目 手順の内容

当直長 ・運転操作指揮

運転員A 1 ・原子炉スクラム確認
・「炉内ナトリウム液面低」によ
る原子炉保護系（スクラム）動作
を確認する。

運転員A、B、D 3 ・事故発生の判断
・１次主冷却系配管（外側）破損
に伴う炉内冷却材液位低下を確認
する。

運転員B 1

・主冷却系サイフォンブレークによる冷却
　材漏えい量抑制の確認
・補助冷却設備運転に必要な原子炉容器内
　冷却材液位確保

・補助冷却設備の運転が可能な状
態にあることを確認する。

運転員B、C 2 ・補助冷却設備運転
・補助冷却設備により、崩壊熱を
除去する。

状況判断 運転員A、B 2
・原子炉冷却材温度が高温に至ることの判
断

・冷却材の著しい昇温が推定され
る場合に、原子炉冷却材温度が高
温に至ると判断する。

格納容器破損
防止措置

運転員B、C 2
・コンクリート遮へい体冷却系による原子
炉容器壁外面冷却

・コンクリート遮へい体冷却系の
運転により、原子炉容器壁外面を
冷却し、炉心の崩壊熱を除去す
る。

運転員A、E 2
・格納容器内温度及び圧力等が上昇するこ
との判断

・冷却材の格納容器（床下）への
漏えいにより、格納容器内の温度
及び圧力等が上昇することを確認
する。

運転員A、E 2 ・格納容器アイソレーション確認

・「格納容器内圧力高」、「格納
容器内温度高」、「格納容器内床
上線量率高」により、原子炉保護
系（アイソレーション）が動作
し、工学的安全施設が自動的に作
動し、隔離されることを確認す
る。

炉心損傷
防止措置

格納容器破損
防止措置

必要な要員と作業項目
経過時間（分）

備考

要員（名）
（作業に必要な要員数）

状況判断

▽異常事象発生（１次主冷却系配管（内側）破損）

▽事故発生の判断（１次主冷却系配管（外側）破損に伴う炉内冷却材液位低下）

10 20 30 5時間 5日 10日 30日 40日1日5 60



77LORL(ⅲ)の評価事故シーケンスの概要
【評価事故シーケンス】

（ⅰ） １次冷却材漏えい（安全容器内配管（内管）破損）及び安全容器内配管（外管）破損の重畳事故
（ⅱ） １次冷却材漏えい（１次主冷却系配管（内管）破損）及び１次主冷却系配管（外管）破損の重畳事故
（ⅲ） １次冷却材漏えい（１次補助冷却系配管（内管）破損）及び１次補助冷却系配管（外管）破損の重畳事故

事象進展及び炉心損傷防止措置の概念図

【評価事故シーケンスの概要】
出力運転中に１次補助冷却系配管（内管）が破損（①）し、

原子炉が「炉内ナトリウム液面低」により自動停止（②）し
た後、配管（外管）により漏えい量が抑制された状態での崩
壊熱除去中に、配管（外管）が破損（③）し、１次冷却材が
二重壁外に漏えいし、原子炉容器等の冷却材液位が低下
（④）する事象。

【炉心損傷防止措置の概要】
補助冷却系サイフォンブレークにより、１次冷却材の漏え

い量を抑制（［a］）し、独立した2ループの１次主冷却系及
び２次主冷却系の自然循環並びに主冷却機の自然通風
（［b］）により原子炉停止後の崩壊熱を除去することにより
炉心の著しい損傷を防止。

【格納容器破損防止措置の概要】
独立した2ループの自然循環による炉心損傷防止措置は1系統

の動的機器を有する措置と比べて極めて信頼性が高い。また、
1ループの炉心損傷防止措置が機能しないことを仮定した場合
でも、2次冷却材漏えいを異常事象としたPLOHSの評価事故シー
ケンス（ⅱ）に示したとおり、１ループの１次主冷却系及び２
次主冷却系の自然循環並びに主冷却機の自然通風により炉心の
著しい損傷は防止され、格納容器の破損は防止され、施設から
の多量の放射性物質等の放出は防止される。

主中間
熱交換器

２次主冷却系
（2ループ）

１次主冷却系
（2ループ）

１次主循環ポンプ

安全容器

炉心

制御棒

原子炉容器

電磁ポンプ

２次補助冷却系

１次補助冷却系 ④

補助中間
熱交換器

配管（外管）

配管（内管）

１次補助冷却系サイフォンブ
レークによる漏えいの抑制

ナトリウム液面

原子炉トリップ信号発信
「炉内ナトリウム液面低」

原子炉保護系
（スクラム）動作

２ループによる自然循環



78LORL(ⅲ)の評価事故シーケンスの事象進展及び措置の概要（1/2）

□主な炉心損傷防止措置
【】内は動作に必要な関連設備
・ 補助冷却系サイフォンブレーク（非常用電源）
・ １次主冷却系（自然循環）
・ ２次主冷却系（自然循環）
・ 主冷却機（自然通風）

凡例

：動作、確認

：プラント状態

：判断

：運転員と対策要員の作業

：有効性評価上期待しない措置

１次冷却材漏えい
（１次補助冷却系配管（内側）破損）

原子炉    確認
「炉内     液面低」

原子炉自動停止

安全容器内
１次補助冷却系配管（外側）破損

に伴う炉内冷却材液位低下

（Yes）

（No）
原子炉自動停止後の崩壊熱除去
・ １次主冷却系：ポニーモータ低速運転
・ ２次主冷却系：自然循環
・ 主冷却機 ：自然通風

運転時の異
常な過渡変
化又は設計
基準事故

多量の
放射性物質等
を放出する
おそれ
のある事故

１次冷却材漏えい（１次補助冷却系配管（内管）破損）及び１次補助冷却系配管（外管）破損の
重畳事故

１次補助冷却系サイフォンブレー
クにより、冷却材の漏えい量を抑
制し、炉心冷却に必要な炉内冷却
材液位を確保

【運転員B：中央制御室
炉内冷却材液位等】

【監視継続】

黄色ハッチング：有効性評価の対象としている措置
●：運転員等による操作が必要な措置

【】内時間：事象発生からの経過時間

【炉心損傷防止措置】

炉心損傷防止
（崩壊熱を除去）

自然循環移行

原子炉停止後の崩壊熱除去
・ １次主冷却系：強制循環又は自然
循環
・ ２次主冷却系：自然循環
・ 主冷却機 ：自然通風

【運転員B・C：中央制御室】

【監視継続】

冷却材ナトリウムが格納
容器（床下）＊1に漏えい
し、格納容器が高温、高

圧に至ると判断

格納容器アイソレーション確認
「格納容器内圧力高」
「格納容器内温度高」

「格納容器内床上線量率高」

格納容器内閉じ
込め確認

格納容器破損防止
（格納容器       温度・圧力

上昇抑制）

（No）

（Yes）

【格納容器破損防止措置】

＊1：原子炉運転中は格納容器（床下）を窒素雰囲気に保持

【約10分】

【運転員A・B：中央制御室
炉内冷却材液位等】

【監視継続】

格納容器手動
アイソレー

ション

【運転員A・E：中央制御室】

□主な格納容器破損防止措置
【】内は動作に必要な関連設備
・ 格納容器アイソレーション【非常用電源系】



79LORL(ⅲ)の評価事故シーケンスの事象進展及び措置の概要（2/2）

手順の項目 手順の内容

当直長 ・運転操作指揮

運転員A 1 ・原子炉スクラム確認
・「炉内ナトリウム液面低」によ
る原子炉保護系（スクラム）動作
を確認する。

運転員A、B、D 3 ・事故発生の判断
・安全容器内１次主冷却系配管
（外側）破損に伴う炉内冷却材液
位低下を確認する。

運転員B 1

・１次補助冷却系サイフォンブレークによ
　る冷却材漏えい量抑制の確認
・主冷却系の循環に必要な原子炉容器内冷
　却材液位確保

・主冷却系による崩壊熱除去が可
能な状態にあることを確認する。

運転員B、C 2
・主冷却系の循環による冷却（強制循環又
は自然循環）

・１次主冷却系（強制循環又は自
然循環）、２次主冷却系（自然循
環）及び主冷却機（自然通風）の
運転状況を確認する。

運転員A、E 2
・格納容器内温度及び圧力等が上昇するこ
との判断

・冷却材の格納容器（床下）への
漏えいにより、格納容器内の温度
及び圧力等が上昇することを確認
する。

運転員A、E 2 ・格納容器アイソレーション確認

・「格納容器内圧力高」、「格納
容器内温度高」、「格納容器内床
上線量率高」により、原子炉保護
系（アイソレーション）が動作
し、工学的安全施設が自動的に作
動し、隔離されることを確認す
る。

炉心損傷
防止措置

格納容器破損
防止措置

必要な要員と作業項目
経過時間（分）

備考

要員（名）
（作業に必要な要員数）

状況判断

▽異常事象発生（１次補助冷却系配管（内側）破損）

▽事故発生の判断（１次補助冷却系配管（外側）破損に伴う炉内冷却材液位低下）

10 20 30 5時間 5日 10日 30日 40日1日5 60



80

炉心損傷防止措置の有効性評価
-LORL(ⅱ)-



81
原子炉冷却材液位確保機能 －主冷却系サイフォンブレーク－

⚫ 安全容器より外側の１次主冷却系入口の低所配管（内管及び外管）が破損した際に、サイフォン現象によ
る原子炉容器の冷却材液位の低下を、主冷却系サイフォンブレーク配管からアルゴンガスが導入されるこ
とにより抑止し、補助冷却設備の強制循環冷却に必要な液位を確保

⚫ 配管等の適切な配置によりアルゴンガスは、オーバフローカラムの液位低下に伴い、受動的に導入（電源
及び運転員操作不要）

⚫ 主冷却系サイフォンブレーク配管には、通常運転時に配管内のナトリウムの流れを確認できるよう電磁流
量計を設置

⚫ 主冷却系サイフォンブレーク配管等は、基準地震動による地震力に対して機能を喪失しないように整備

主冷却系サイフォンブレークの概念図

原子炉容器通常ナトリウム液位

１次補助冷却系
出口配管（下端）

炉心頂部

炉心

１次補助冷却系出口

１次補助冷却系入口

主中間熱交換器

主冷却系サイフォンブレーク配管

オ
ー
バ
フ
ロ
ー
カ
ラ
ム

１次主循環ポンプ

原子炉容器

安全容器

遮へい
グラファイト

１
次
主
冷
却
系
出
口

安全容器外の１次主冷却系入口の配管
（内管及び外管）が破損

系統外に冷却材が漏えい、液位低下

サイフォン現象の発生

液位の低下によりアルゴンガスが導入

補助冷却設備による
強制循環冷却に必要な
液位確保 １

次
主
冷
却
系
入
口

流量計

主冷却系サイフォンブレークにより
サイフォン現象による液位低下を抑止



LORL(ⅱ)の炉心損傷防止措置の有効性評価

1. 対象事象

１次冷却材漏えい（主冷却系配管（内管）破損）及び主冷却系配管（外管）破損の重畳事故

2. 主な炉心損傷防止措置

・主冷却系サインフォンブレークにより冷却材を保持し、炉心冷却に必要な液位の確保

・補助冷却設備の強制循環冷却による崩壊熱除去

3. 評価
本評価事故シーケンスの炉心損傷防止措置の有効性評価は、原子炉容器の液位の低下速度に僅かな差が

生じるが、評価項目との比較において、有効性評価の結果は、LORL(ⅰ)の炉心損傷防止措置の有効性評価
と概ね同じである。

82
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格納容器破損防止措置の有効性評価
-原子炉容器液位確保機能喪失による崩壊熱除去機能喪失（LORL（ⅱ））-



84LORL(ⅱ)の格納容器破損防止措置の有効性評価
原子炉容器外面冷却におけるFLUENTの解析体系の概要

1. 対象事象

１次冷却材漏えい（１次主冷却系配管（内管）破損）及び１次主冷却系配管（外管）破損の重畳事故

2. 主な格納容器破損防止措置

コンクリート遮へい体冷却系による原子炉容器外面冷却

3. 主な事象推移

１次冷却材の漏えいにより主冷却系の循環に必要な液位を喪失した後、補助冷却設備による冷却機能を喪失

4. 解析体系

ナトリウム液面、リークジャケット側面は、保守側の設定として、除熱に寄与しない断熱条件とする。

FLUENT解析体系の概要

炉心原子炉容器

リークジャケット

安全容器

遮へい
グラファイト

炉心

・燃料集合体（内側／外側）

・反射体（内側／外側）

・遮へい集合体

・制御棒

（主炉停止系/後備炉停止系)

・試験用集合体等

原子炉容器

カバーガス領域

（解析対象外）

リークジャケット

遮へいグラファイト

窒素ガス流路

振止構造物

下部プレナム

炉心上部機構

フィンガー部

高圧プレナム
低圧プレナム

上部プレナム

中間プレナム

窒素ガス入口

（ホットレグ配管外周）

エントランスノズル

炉心バレル構造物

外側遮へい体

内側遮へい体

炉心支持板

保温パネル

原子炉容器冷却材入口

原子炉容器冷却材出口

窒素ガス出口

（コールドレグ配管外周）

炉内燃料貯蔵ラック



LORL(ⅱ)の格納容器破損防止措置の有効性評価
原子炉容器外面冷却の主な解析条件と解析結果

5.主な解析条件と解析結果
■ 主な解析条件

項目 初期温度(＊1)

支持板上方領域 約350 ℃

支持板下方領域 約340 ℃

炉心領域 約340 ℃

項目
初期定常計算
(等温条件)

過渡解析
（非等温条件）

炉出力 - 崩壊熱の時間変化

Na流量 約81 kg/s（*1）
流路途絶後の１次主冷却系の流量は
考慮せず、原子炉容器内で自然循環

Na入口温度 約340 ℃

窒素流量 6,000 kg/h

窒素入口温度 40 ℃（コンクリート遮へい体冷却系の定格温度）

■ 主な解析結果

温度分布（事象発生後約28時間）

項目
最高温度

[℃]
時刻

[時間]

冷却材 約600 約26

原子炉容器 約530 約28

※評価項目
冷却材：910℃
原子炉容器：550℃

冷却材最高温度の時間変化 原子炉容器最高温度の
時間変化

→原子炉容器とリークジャケットとの間にコンクリート遮へい体冷却
系の窒素ガスを循環させることで原子炉容器外面から炉心部を冷却
し、炉心の著しい損傷が回避され、本措置が有効と評価

⚫ １次主冷却系流路の途絶直前のSuper-COPDの解析結果（*1）を参照し、各領域の温度と流量条件（ナトリウム、
窒素ガス）を設定して初期状態を計算（初期定常計算）した後、過渡解析（非等温条件）を実施。

⚫ １次主冷却系の途絶により、入口流量が瞬時にゼロとなるよう保守側に設定。

300
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700

0 12 24 36

原
子
炉
容
器
最
高
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度
（
℃
）

時間（ｈ）
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LORL(ⅱ)の格納容器破損防止措置の有効性評価
ー格納容器応答過程ー（1/2）

86

1. 対象事象
・１次冷却材漏えい（主冷却系配管（内管）破損）及び主冷却系配管（外管）破損の重畳事故

2. 解析コード

ＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭＲ

3. 解析体系の概要

外気領域を含め格納容器内を6セルで模擬

セル1：格納容器（床上）

約13,000m3

セル2：
炉容器ピット

約130m
3

セル3：外気

Na蒸気放出

セル間の通気：　開口を通じた通気 （　　）

　　　　　　　　　 圧力差によるリーク（　　）

格納容器（床上）⇔外気の通気

事故時の漏えい率に従って設定

開口部（天井吹抜け構造）

による通気を設定

運転時窒素雰囲気

運転時窒素雰囲気

運転時窒素雰囲気

常時空気雰囲気

常時空気雰囲気

セル4：
格納容器（床下）③

約60m3

セル5：格納容器（床下）②

約2500m3

セル6：格納容器（床下）①

約2300m
3

格納容器（床上）⇔格納容器（床下）の通気

漏えい率試験に基づき設定

開口による

通気を設定

開口による

通気を設定

ヒートシンク材・断熱材

格納容器（床下）雰囲気に

接する床、壁及び天井には

ライナを敷設

格納容器鋼壁

　頂部（板厚12ｍｍ）

　胴部（板厚25ｍｍ）

Naの堆積する床面の

全面積：約69m2

ナトリウム漏えい
セル（セル5）

格納容器（床上）⇔格納容器
（床下）の通気
漏えい率試験に基づき設定

ナトリウムプール
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4. 主な解析条件 5. 主な解析結果

項目 条件

漏えいナトリウム温度、
漏えい率

１次主冷却系のホットレグからの漏え
いを想定し、事象の進展を踏まえ設定

格納容器内初期
雰囲気組成

酸素:0.21、水蒸気:0.029
（モル比、格納容器（床上））
酸素:0.035、水蒸気:0.012
（モル比、格納容器（床下））

格納容器床上と格納容
器床下の通気

考慮

反応形態 漏えいナトリウムのプール燃焼

熱輸送形態 熱輻射、自然対流熱伝達

コンクリートからの水
分放出

考慮

→格納容器（床上）の設計圧力（1.35kg/cm2[gage]）及び格納
容器鋼壁の設計温度（150℃）を下回ることから、格納容器の
破損は防止され、また、Cs-137の総放出量は、約8.0×10-4TBq
であり、100TBqを大きく下回ることから、格納容器破損防止
措置は有効と評価

LORL(ⅱ)の格納容器破損防止措置の有効性評価
ー格納容器応答過程ー（2/2）

格納容器（床上）の最高圧力は、
約0.025kg/cm2[gage]にとどまる。
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炉心損傷防止措置の有効性評価
-LORL(ⅲ)-



89
原子炉冷却材液位確保機能 －補助冷却系サイフォンブレーク－

⚫ １次補助冷却系の低所配管（内管及び外管）が破損した際に、サイフォン現象による原子炉容器の冷却材液
位の低下を、補助冷却系サイフォンブレーク配管からアルゴンガスを導入することにより抑止し、１次主冷
却系の循環に必要な液位を確保

⚫ アルゴンガスは、原子炉容器の冷却材液位が所定の液位まで低下した時点で、自動で補助冷却系サイフォン
ブレーク止弁が「開」となり導入

⚫ 補助冷却系サイフォンブレーク弁は、中央制御室での操作、及び現場で直接操作が可能

⚫ 使用する機器等は、基準地震動による地震力に対して機能を喪失しないように整備、また、電源を必要とす
るものは、非常用電源設備より給電

⚫ 補助冷却系サイフォンブレーク失敗を仮想した場合にあっても、１次補助冷却系の出入口弁（電源：直流無
停電電源系）を「閉」とすることにより、１次主冷却系の循環に必要な液位の確保が可能

補助冷却系サイフォンブレークの概念図

原子炉容器通常ナトリウム液位

１次補助冷却系
出口配管（下端）

炉心頂部

炉心

電磁ポンプ

補助中間
熱交換器

１次補助冷却系出口

１次補助冷却系入口

補助冷却系サイフォン
ブレーク弁

補助冷却系
サイフォンブレーク配管

１次補助冷却系出口弁

１次補助冷却系入口弁

原子炉容器

安全容器

遮へい
グラファイト

１
次
ア
ル
ゴ
ン
ガ
ス
系

１
次
主
冷
却
系
入
口

１次主冷却系出口

補助冷却系サイフォンブレーク弁
動作信号発生液位

主中間熱交換器入口窓
（上端）

１次補助冷却系の配管
（内管及び外管）が破損

系統外に冷却材が漏えい、液位低下

サイフォン現象の発生

液位の低下により
補助冷却系サイフォン
ブレーク弁が「開」、
アルゴンガスが導入

１次主冷却系による
強制循環冷却に必要な
液位確保

補助冷却系サイフォンブレークにより
サイフォン現象による液位低下を抑止



LORL(ⅲ)の炉心損傷防止措置の有効性評価

1. 対象事象

１次冷却材漏えい（補助冷却系配管（内管）破損）及び補助冷却系配管（外管）破損の重畳事故

2. 主な炉心損傷防止措置

・補助冷却系サインフォンブレークにより冷却材を保持し、炉心冷却に必要な液位の確保

・主冷却系2ループの強制循環又は自然循環冷却による崩壊熱除去

3. 評価

本評価事故シーケンスの炉心損傷防止措置の有効性評価は、主冷却系2ループの自然循環を措置とする

外部電源喪失を異常事象としたPLOHSの炉心損傷防止措置の有効性評価と概ね同じである。
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格納容器破損防止措置の有効性評価
-原子炉容器液位確保機能喪失による崩壊熱除去機能喪失（LORL（ⅲ））-



LORL(ⅲ)の格納容器破損防止措置の有効性評価

1. 対象事象

１次冷却材漏えい（補助冷却系配管（内管）破損）及び補助冷却系配管（外管）破損の重畳事故

2. 主な格納容器破損防止措置

・補助冷却系サインフォンブレークにより冷却材を保持し、炉心冷却に必要な液位の確保

・主冷却系1ループの自然循環冷却による崩壊熱除去

3. 評価

本評価事故シーケンスの格納容器破損防止措置の有効性評価は、主冷却系1ループの自然循環を措置と
する2次冷却材漏えいを異常事象としたPLOHSの格納容器破損防止措置の有効性評価と概ね同じである。
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制御棒の挿入時間が長くなっても炉心損傷に至らないことの説明

－ 制御棒の落下速度による影響の評価 －

93別紙1



94

⚫ 原子炉スクラム時において、制御棒及び後備炉停止制
御棒（制御棒等）は自重落下に加え、スプリングによ
る加速を受けて炉心に落下・挿入される。

⚫ ここでは、スプリング加速がない場合の落下速度（ス
クラム反応度曲線）及び炉心部最高温度評価への影響
について確認する。

⚫ スプリング加速がない場合の落下速度への影響につい
て、「常陽」の制御棒挿入性評価に用いている汎用機
構解析コードＡＤＡＭＳによる解析により、90%核的
挿入時間の差は約0.2秒と小さいことを確認した。

スプリング加速がない場合の制御棒及び後備炉停止制御棒の落下速度

スプリング加速の有無による

制御棒等の落下速度への影響

制御棒ラッチ状態模式図 バネ加速重力落下方式

駆動電動機

ﾎ  ﾙ      ｭ

外側延長管

内側延長管

加速管

加速       

保持電磁石

制御棒等

下部案内管

ラッチ機構

 ﾙ  ﾐ  

  ﾛ  ﾍ ﾛ   

  ﾁﾍ ﾛ   

ﾏ  ﾈ  ｹ  

原子炉スクラム時には、保持電磁石の励磁断
により、制御棒等は、自重で落下するとともに
スプリングにより加速されて炉心に落下・挿入
（バネ加速重力落下方式）
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⚫ ULOF(ⅲ)の基本ケースを対象として、後備炉停止制御棒の落
下速度による影響を評価

⚫ スプリング加速なしのＡＤＡＭＳ解析値に対して、保守的に
1/3倍の落下速度を仮定し、基本ケースの90%核的挿入時間
（約0.6秒）より約1.2秒遅延する挿入反応度曲線（加速なし
保守ケース）での解析を実施

項目 基本ケース 加速なし保守ケース

燃料最高温度 約1,800℃ 約1,800℃

被覆管最高温度 約743℃ 約748℃

冷却材最高温度 約741℃ 約746℃

黒：基本ケース

赤：加速なし保守ケース

後備炉停止制御棒の落下速度による炉心部最高温度評価への影響
約0.6秒 約1.8秒

影響評価用スクラム反応度曲線

→後備炉停止制御棒の落下速度を遅くした結果、被
覆管最高温度及び冷却材最高温度は共に約5℃高く
なるが、落下速度による影響は小さいことを確認
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加速なし保守ケースの設定について

⚫ 加速なし保守ケース（挿入速度1/3）では、
設計基準地震動を超える地震を裕度をもっ
て包絡するように挿入曲線を設定する。

⚫ 基準地震動Ssを超える地震（Ss超過地震）
に対する評価では、Ss-D波による応答の1.2
倍を想定している。

⚫ Ss-D波による原子炉容器応答の1.2倍の加振
時における制御棒挿入は、ＡＤＡＭＳ解析
では通常スクラム時（スプリング加速あり、
加振なし）より挿入時間が遅れるものの、
スプリング加速を考慮しないケースよりも
挿入は早く（左図）、スプリング加速を考
慮しないケースが保守的となる。

⚫ 安全余裕として、スプリング加速を考慮し
ないケースに一定の上乗せをしたケースを
仮定し、解析における挿入曲線とする。こ
こでは、工学的判断として落下速度を1/３
に設定する。



ULOFの格納容器破損防止措置の格納容器応答過程の解析手法等

97別紙2



ULOFの格納容器破損防止措置の格納容器応答過程
解析手法及び解析体系

98

1. 解析コード
ＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭＲ

2. 解析体系の概要
外気領域を含め格納容器（床上）を3セルで模擬

3. 解析条件
（1）ナトリウム燃焼の想定

①機械的応答過程の解析において不確かさの影響を考慮した
としても、ナトリウムの格納容器（床上）への噴出は起こら
ないと評価されたが、ここでは格納容器の健全性を確認する
ために、あえて230kg（既許可申請書の仮想事故時の噴出
量）のナトリウムが噴出するものと仮定する。

②ナトリウムの燃焼形態として、スプレイ燃焼及びプール燃
焼をそれぞれ想定し、解析では、評価する燃焼形態が支配的
となるような液滴径をそれぞれ設定する。

③ナトリウムとコンクリートが直接接触して反応することも
想定し、この場合、噴出したナトリウムがプール燃焼と同じ
面積で広がり、全てコンクリートと反応することを仮定する。

（2）主な解析条件

①液滴径：0.1mm（スプレイ燃焼時）、

5mm（プール燃焼及びナトリウム-コンクリート反応時）

②プール面積：約30m2

③格納容器内初期雰囲気組成（モル比）：酸素0.21、水蒸気0.029

④格納容器（床上）と外気の通気：考慮

⑤熱輸送形態：熱輻射、自然対流熱伝達、熱伝導

⑥放熱の設定：格納容器鋼壁と外気の間は対流熱伝達（同熱伝達率
は約6W/m2/K）、格納容器（床上）と（床下）の境界は断熱と設定

セル3：外部環境

セル1：格納容器(床上)
約13,000m3

セル2：炉容器    
約130m3

スプレイ
燃焼熱

Na-      
反応熱

プール
燃焼熱

崩壊熱※
格納容器鋼壁・胴部
炭素鋼(板厚25mm)

格納容器鋼壁・頂部
炭素鋼(板厚12mm)

床コンクリート
(厚さ1.0m)

コンクリート
(厚さ0.4m)

事故時の漏えい率
に従って通気

コンクリート
(厚さ1.0m)

床コンクリート
(厚さ1.5m)

230kg

熱伝導

対流熱伝達

熱輻射

断熱

熱源

※格納容器（床上）へ
放出された核分裂生
成物の崩壊熱を格納
容器内雰囲気に付加



ULOFの格納容器破損防止措置の格納容器応答過程
セシウム挙動評価
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（2）本評価における保守性

①共存する放射性物質のエアロゾルを考慮していないため、凝集
や沈降を過少評価、即ち浮遊エアロゾル量を過大評価している。

②CONTAIN-LMRではエアロゾルの密度を1つしか入力できないため、
Naエアロゾルの中でも小さめの300kg/m3を設定している。なお、
Csは金属単体での密度がNaより大きいため（室温で約2倍）、
Csエアロゾルの密度はより大きくなる。密度は重力沈降に影響
するため、結果として浮遊エアロゾル量を過大評価している。

③格納容器（床上）内に存在する内部構造物への沈着や環境へ放
出する際の間隙部における付着による減衰を考慮していない。

④上記の(1)➂に示したようにCsのソースとして炉内インベント
リの全量を考えており、格納容器（床上）へ移行・放出するま
での減衰を考慮していない。

（1）環境へ放出されるセシウムの評価方法

①セシウム（Cs）等の放射性物質を含むナトリウム（Na）は、空
気雰囲気である格納容器（床上）へ噴出するとスプレイ燃焼及
びプール燃焼し、Naエアロゾル（Na2O、Na2O2、NaOH）を発生す
る。Cs等はこれらのNaエアロゾルに付随して移動すると仮定し、
放射性物質自体の計算は行わない。即ち、Naエアロゾルのみを
考慮して、その後の凝集・沈降・沈着・移行を計算する。

②雰囲気中に浮遊しているNaエアロゾルの一部は、圧力差に起因
する漏えいにより環境へ放出される。同エアロゾルを積算し
（Na換算）、環境への放出割合（分母は230kg-Na）を求める。

③②で求めたNaエアロゾルの放出割合がCsにも適用できるとして
環境への放出量を求める。この際のCsのソースは、保守的に炉
内インベントリの全量（Cs-137：3.7×103TBq）とする。

セル3：外部環境

セル1：格納容器(床上)

セル2：炉容器    

     燃焼

（事故時の漏えい率
に従って移行）

Na(230kg)

Na-      反応

Naｴ ﾛ  ﾙ発生 移行

   ﾙ燃焼

Naｴ ﾛ  ﾙの凝集 沈降 沈着

環境へのNaｴ ﾛ  ﾙ放出

浮遊Naｴ ﾛ  ﾙ

環境へ放出されるNaエアロゾル
の放出割合を算出し、これをセ
シウムにも適用して評価
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ULOF時の中央制御室の実効線量の評価（1/3）
事象推移及び移行割合の概要

101

燃料→
冷却材

冷却材→
カバーガス

カバーガス→
格納容器（床下）

格納容器（床下）→
格納容器（床上）→

大気

大気→
中央制御室設置場

所への拡散

評価条件の設定
希ガス：100％
よう素：100％

希ガス：100％
よう素：1％

希ガス：50％
よう素：50％ [0.5%]

格納容器応答過程解
析より圧力及びFP移
行割合を設定

地上高さから拡散
（非常用換気設備
等考慮せず）

① ULOF時に炉心が損傷し、原子炉停止直後の希ガス及び揮発
性FPの全量が冷却材中へ移行

② 冷却材中を上昇する際に、冷却材中でよう素の99％が捕獲
され、よう素1％及び希ガス100％がカバーガス中へ移行

③ カバーガスに移行した希ガス及びよう素は、機械的エネル
ギーの発生前に、１次アルゴンガス系からの排気、冷却材
ナトリウムへの重力沈降及び構造物への付着等により除去
され、機械的エネルギー発生時には、希ガス50％及びよう
素0.5％が格納容器（床下）の安全板を通じて、格納容器
（床下）に移行すると想定

④～⑥ 崩壊熱による昇温、昇圧による格納容器（床下）から
格納容器（床上）、格納容器（床上）から大気へのFPの漏
えい及び凝集・沈着等によるFPの除去について、ＣＯＮＴ
ＡＩＮ－ＬＭＲで解析し、大気へのFPの漏えい量を計算

⑦ 地上高さから大気へ放出されたFPが中央制御室設置位置に
拡散

主な評価条件の設定値等

② 希ガス100％、よう素1％が
カバーガスに移行

③ カバーガスに移行したFPの50％
が安全板を通じて格納容器（床
下）に移行

④ 格納容器（床下）での閉じ込
め、凝集・沈着等による除去

炉心
損傷

損傷炉心

原子炉
容器

格納容器

⑦ 大気放出

安全容器

⑥ 格納容器（床上）での閉じ込
め、凝集・沈着等による除去

⑤ 格納容器（床下）の加圧によ
り格納容器（床上）へ漏えい

評価の概念図

① 希ガス及びよう素のFPの炉内
蓄積全量が1次冷却材中に移行

注）[ ]内は炉内蓄積量に対する移行割合の累積値を示す。

ULOF時の以下の事象推移及び移行割合に基づいて中央制御室の実効線量を評価する。



格納容器外への放出量及び中央制御室における実効線量

ULOF時の中央制御室の実効線量の評価（2/3）
主な評価条件及び評価結果

炉心損傷後において、格納容器の機能が維持されている場合について、中央制御室設置位置における実効線量を評価した。評
価に当たっては、被ばく経路、対象核種、気象等の条件は設計基準事故（DBA）の条件と同様とした。

中央制御室では、被ばく低減の観点から、建物による遮へい、換気設備の隔離、チャコールフィルタ付の半面マスク及び全面
マスク等の保護具の着用等の防護措置が実施されるが、本評価では保守的な評価となるようこれらの防護措置は考慮しないこと
とした。また、保守的な評価となるよう、アニュラス部排気設備や主排気筒の機能を無視するとともに、格納容器漏えい率は設
計値を使用している。

102

○炉内蓄積量 標準平衡炉心サイクル末期の平均燃焼度約39,000MWd/tに基づき、累積核分裂収率を使用した解析より設
定

○格納容器への移行割合 炉内蓄積量に対して希ガスは100%、よう素は実験的知見に基づき1%がカバーガスに移行し、機械的エネル
ギー発生時に、希ガス50％、よう素0.5％が格納容器（床下）に移行すると設定

○環境への移行割合 希ガスは格納容器応答過程解析で求めた格納容器内圧力を用いて、格納容器漏えい率（保守的にDBAと同
じ）に基づき移行量を計算、よう素は格納容器応答過程解析の結果から移行割合を設定

○物理的半減期による減衰 考慮（ただし、よう素は格納容器内移行後の減衰を保守的に無視）

○原子炉停止から放出開始までの時間 0時間

○環境中への実効放出継続時間 希ガス：2時間、よう素：10時間（中央制御室居住性評価では、実効放出継続時間を2時間と設定）

○放出高さ 地上放出 （非常用換気設備のフィルタによる除去及び主排気筒放出は期待しない）

○大気中拡散 気象指針（DBAと同じ）

○気象条件 DBAと同じ
中央制御室の位置（格納容器（ドーム部）からＮＥ約20mの位置）のΧ/Q,D/Qを使用

○被ばく経路 外部被ばく（希ガスからのガンマ線）及び内部被ばく（よう素の吸入摂取）

○よう素吸入に係る呼吸率、実効線量係数 成人

注）[ ]内は炉内蓄積量に対する移行割合の累積値を示す。

炉内蓄積量（Bq） 格納容器移行割合（%） 大気移行割合（%） 大気放出量（Bq） 実効線量（mSv）

希ガス 1.3×1018 50
-

（格納容器漏えい率
に基づき移行）

1.7×1015
2.5

ガンマ線による全身への
実効線量

よう素
（I-131換算・

成人）
1.8×1017 0.5

0.02
[ 1×10-4 ]

1.8×1011 1.5



ULOF時の中央制御室の実効線量の評価（3/3）
冷却材ナトリウムからカバーガスへの放射性物質移行割合

燃料から放出された放射性物質が、冷却材ナトリウムを経由してカバーガス領域まで移行する割合については、米国、仏国、
独国の炉外試験[1]における実験的知見に基づいて、移行割合を評価している。ナトリウム中のよう素及びセシウムの保持率に係る炉
外試験の条件と「常陽」のULOFにおける機械的エネルギー発生時の条件を比較し、炉外試験における実験的知見を「常陽」に適用できること
を確認した。

ナトリウムプール高さは「常陽」の方が高く、実験的知見を適用することは保守的である。また、ナトリウム温度は概ね同じであり、放出圧力も
同じオーダーである。「常陽」の放射性物質と冷却材ナトリウムの比は試験条件の範囲内である。

以上より、炉外試験の知見は「常陽」に適用できると判断している。

103

項目 「常陽」条件 FAUST2A試験 FAUST2B試験

ナトリウムプール高さ 4m 0.8m 1.1m

ナトリウム量 30,000kg 1.84kg 161kg

セシウム量 1kg 0.7g 0.5～10g

セシウム量/ナトリウム量 3×10-3％ 4×10-2％ 3×10-4～6×10-3％

温度 460℃ 500℃ 465℃

放出圧力 2MPa 1MPa 0.9MPa

項目 「常陽」条件 FAUST2A試験[1] FAUST2B試験[1]

ナトリウムプール高さ 4m 0.8m 1.1m

ナトリウム量 30,000kg 1.84kg 196kg

よう素量 1kg 6g 0.5～10g

よう素量/ナトリウム量 3×10-3％ 3×10-1％ 3×10-4～5×10-3％

温度 460℃ 500℃ 465℃

放出圧力 2MPa 1MPa 0.9MPa

[1] G. Berthoud, et al., “Experiments on Liquid-Metal Fast Breeder Reactor Aerosol Source Terms After Severe Accidents”, Nuclear Technology, 
81, 257-277, 1988.

【よう素に関する「常陽」条件と炉外試験条件の比較】

【セシウムに関する「常陽」条件と炉外試験条件の比較】


